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概要

我々の物質世界は核力の遠距離における引力と近距離における強い斥力の奇跡的な均衡の上

に成り立っているが、その斥力の起源は未だ明らかになっていない。斥力が働くような核子同

士が重なる領域では Y N 系及び Y Y 系を含めた一般化されたバリオン間相互作用を調査する

ことが重要であり、散乱実験はそのための最も有効な手段である。本研究の目的は昨年実施さ

れた J-PARCでの Σp散乱実験のデータを用いて微分断面積導出までの一連の解析手法を構

築することである。

まず、Σ− 生成事象の同定について散乱 K+ の識別精度を向上させることで誤識別を解析

前の半分程度にまで抑制した。見積もられた生成 Σ− の収量は先行実験のおよそ百倍の 15.0

Mであった。さらに、Σ− 生成事象に対して運動学の一致による新たな同定手法 ∆E 法を用

いて Σ−p 弾性散乱及び Σ−p → Λn 反応を同定した。見積もられた散乱事象数はそれぞれ

1168±50 イベント、2131±115 イベントであり、過去実験と比較して優れた統計数を確認で

きた。

また、微分断面積の導出に必要な Σ− ビームの標的中での総飛距離をモンテカルロシミュ

レーションによって 19.26× 106 cmと見積もった。この手法における誤差についても考察し、

全体として総合的な誤差は 2.5%程度であり、微分断面積の目標統計誤差 10%に対して良い

精度で総飛距離を推定できていることが分かった。

最後に NN 系を用いて微分断面積の導出手法の構築を行った。pp散乱について微分断面積

が過去実験と良い一致を示し、本実験用に開発された CATCH検出器群が微分断面積に対す

る十分な測定精度を持っていることを実証できた。np散乱については Σ−p散乱とほぼ同様の

手法を用いて微分断面積を導出し、検出効率の見積もりに課題はあるものの概ね過去実験を良

く再現することができた。以上より、Σp散乱についても同様の手法にて微分断面積の導出が

可能であり、この手法を用いて本実験から ΣN 相互作用の情報が得られることを示した。
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1

第 1章 序論

1.1 物理的背景

1.1.1 バリオン間相互作用

核力は遠距離における引力と近距離における強い斥力の奇跡的な均衡によって原子核を安定

に存在させ、我々の物質世界を構築している。この極めて重要な相互作用を理解するため、現

在まで数多くの研究がなされてきた。豊富な核子-核子 (NN)散乱実験のデータを基に、遠距

離における引力については中間子の交換によって記述される one boson exchange (OBE)モ

デル [1] でよく理解されている。しかしながら、二つの核子同士が重なるような近距離 (< 1

fm)については未だ十分に理解されておらず、OBEモデルでは現象論的に扱うに留まってい

る。 このような領域では核子の構成要素であるクォークやグルーオンが相互作用に大きく寄

与するため、 クォーク間に直接働く相互作用の理解が重要になる。ここで、u, dクオークの

みで構成される NN 系では得られる情報はアイソスピン SU(2)空間に制限されている。新た

なフレーバーとして sクオークを導入し、ハイペロン (Y )を含むフレーバー SU(3)空間に拡

張することで NN 系ではアクセスできない情報を得ることができる。したがって、核力の理

解には Y N 及び Y Y 系を含む一般化されたバリオン間相互作用の調査が非常に重要である。

アイソスピン SU(2) 対称性の基では NN 系についてアイソスピン 2 重項同士の合成に

より、
2⊗ 2 = 3⊕ 1 (1.1)

という二つの既約表現が得られ、アイソスピンに対称な 3 重項 (I = 1) と反対称な 1 重項

(I = 0)に分類される。これらの同一の既約表現内では同一の相互作用が働くと考えられてお

り、実際にアイソスピン SU(2)対称性は非常によい近似で成り立っている。次に、フレーバー

SU(3)対称性の基で考えると、バリオンはスピン 1/2の 8重項とスピン 3/2の 10重項に分類

される。バリオン 8重項 (B8)を図 1.1に示す。B8B8 系について 8重項同士の合成により、

8⊗ 8 = 27⊕ 10⊕ 10∗ ⊕ 8s ⊕ 8a ⊕ 1 (1.2)

という六つの既約表現が得られ、このうち、S波において (27), (8
s
), (1)項はフレーバーの交

換に対して対称な spin-singlet であり、(10), (10∗), (8a) 項は反対称な spin-triplet である。

また、NN 系における 3重項は (27)項に、1重項は (10∗)項にそれぞれ属しており、その他

の項はフレーバー SU(3)に拡張することで新たに現れる項である。図 1.2に B8B8 の合成に

よる分類を示す。
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図 1.1: バリオン 8重項

図 1.2: バリオン 8重項の合成による分類
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表 1.1: ΣN チャンネルの S波における B8B8 相互作用

B8B8(I) spin-singlet spin-triplet

ΣN(I = 1/2) 1√
10
[3(8s)− (27)] 1√

2
[(8a) + (10∗)]

ΣN(I = 3/2) (27) (10)

B8B8 相互作用の代表的な理論モデルは大きく二つに分かれている。一つは OBEモデルに

おける核力を SUf(3) 対称性と現象論的な斥力芯に基づいてバリオン間相互作用に拡張した

Nijmegen OBEPモデル [2]である。もう一つは、クオーク間相互作用に基づいて記述される

Quark Cluster Model (QCM)[3]である。QCMでは、グルーオンの交換やクオーク間でのパ

ウリ効果が近距離での相互作用に大きく寄与しており、NN 系における斥力芯の起源である

と予想している。

また、数値計算では格子上に場の理論を設定して非摂動論的にシュミレーションを行う

Lattice QCDという手法が確立されている。Lattice QCDで計算された S波に対応する 6つ

の既約表現における各フレーバー基底ポテンシャルを図 1.3に示す。このとき、NN 系に含ま

れる図 1.3上段のポテンシャルと SUf(3)で新たに出現した図 1.3中段・下段のポテンシャル

では特に近距離領域で異なる振る舞いを見せていることが分かる。クオーク間のパウリ効果に

よって完全に禁止される (8s)項やほとんど禁止されている (10)項は非常に強い斥力が働くの

に対し、(8a)項に働く斥力は非常に弱く、(1)項に関しては唯一引力芯を形成している。計算

されたポテンシャルの特徴は QCMの予測とよく一致しており、クオークパウリ効果が B8B8

系における斥力芯の形成に大きく影響することを示唆している。

1.1.2 ΣN 相互作用

B8B8 相互作用は図 1.3に示す 6つフレーバー基底ポテンシャルの線形結合によって表現さ

れる。したがって、散乱チャンネルによって各基底ポテンシャルが及ぼす影響は異なる。ここ

で、表 1.1に ΣN チャンネルの S波についての B8B8 相互作用をアイソスピン I の大きさに

よって分類したものを載せる。ΣN(I = 3/2)の二体相互作用は (27)項と (10)項の重ね合わ

せのみで表され、クオークパウリ効果によって強い斥力が働く (10)項が spin-tripletの重み

によって spin-singletに属する (27)項の 3倍寄与することから、全体としてこのチャンネル

での斥力は非常に大きいと予想される。一方で、ΣN(I = 1/2)の二体相互作用は 4つの項の

重ね合わせで表されるため、どれか一つの基底ポテンシャルの振る舞いが強調されることはな

いと考えられる。

実験的にはポテンシャルの情報は散乱位相差 δ を通じて微分断面積から得られる。軌道角運



4 第 1章 序論

図 1.3: Lattice QCDで計算された 6つの既約表現におけるフレーバー基底ポテンシャル [4]。

それぞれ π の質量を 1014 MeV/c2(赤) と 835 MeV/c2(緑) で計算している。左列はフレー

バーに対称な spin-singlet であり、右列はフレーバーに反対称な spin-triplet である。また、

上段はNN 系にも含まれるポテンシャルであり、中段・下段は SUf(3)に拡張して新たに現れ

るポテンシャルである。

動量 lで部分波展開された散乱振幅 f(θ)によって導かれる微分断面積を式 (1.3)に示す。

dσ

dΩ
(θ) = |f(θ)|2 =

∣∣∣∣∣1k
∞∑
l=0

(2l + 1)eiδl sin δlPl(cos θ)

∣∣∣∣∣
2

(1.3)

k は波数、Pl は l次のルジャンドル多項式を示しており、スピンの重みについては考慮してい

ない。散乱位相差 δl は角運動量 l の部分波がもたらすポテンシャルによって散乱された波と

されなかった波の位相の差を表しており、δl < 0のときはポテンシャルが斥力的、δl > 0のと
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きはポテンシャルが引力的であることを示す。これまで NN 系については極めて正確な微分

断面積の計測によって部分波解析を行い、詳細に位相差が決定されてきた。しかし、Y N 系や

Y Y 系の微分断面積をそこまでの高精度で測定することは現在でも依然困難であり、これらの

系の位相差は一つも決定されていない。

ここで、θ = 90◦ の微分断面積に注目することで、ΣN(I = 3/2)の位相差の情報にアクセ

スすることを考える。θ = 90◦ の場合には Pl=odd(0) = 0より、l が奇数の部分波の寄与がな

くなる。そのため、到達距離 dのポテンシャルに対して成り立つ関係式：

l ≤
|p| · d
ℏ

(1.4)

から l < 4程度しか現れない運動量領域では l = 0の S波に着目しやすくなる。このときの微

分断面積をスピンの重みも考慮して表すと、

dσ

dΩ
(90◦) =

1

4

1

k2
sin2 δ1S0

+
3

4

1

k2
sin2 δ3S1

+ (higher l wave) (1.5)

となる。1S0 は spin-singlet、3S1 は spin-tripletを示し、l ≥ 2の項は (higher l wave)にま

とめた。SUf(3)対称性の基では同じ既約表現内では同じ相互作用が働くため、ΣN(I = 3/2)

の spin-singlet の寄与は (27) 項に属する NN 散乱の豊富な実験データによって推定できる。

このとき、sクオークの質量の違いに起因する SUf(3)対称性の破れを考慮しても、(27)項の

位相差の理論的不定性は非常に小さいと予測されている。さらに、運動量が 600∼800 MeV/c

の領域を選択すると |δ1S0
| < 10◦ 程度となり、スピンの重みも相まって spin-singletの寄与は

spin-triplet に比べて無視できるほど小さくなる。(higher l wave) の寄与はモデル依存性が

ほぼないため、この運動量領域の θ = 90◦ の微分断面積から直接的に |δ3S1
|を求めることがで

きる。また、Σハイパー核の実験によって δ3S1
は斥力ポテンシャルであると考えられている

が、この場合、位相差は運動量に応じて大きくなり、この変化の度合いはポテンシャルの到達

距離に依存している。そのため、|δ3S1
|の運動量依存性を確認することで δ3S1

の正負や斥力芯

のコアサイズついても考察することができる。

各理論モデルにおける Σp 散乱の微分断面積を図 1.4 に示す。図 1.4 左に示すように

Σ+p(I = 3/2)弾性散乱では、クオークパウリ効果を考慮している QCMモデルはクオーク間

相互作用を考慮していない OBEPに比べて、大きな微分断面積を予測している。他方、図 1.4

右に示される Σ−p(I = 1/2)弾性散乱の微分断面積は各モデルで大きな差異はない。これは、

どの理論でも中間子交換の寄与が大きいことを意味している。したがって、ΣN(I = 1/2)に

対応する Σ−p (→ ΛN)チャンネルの微分断面積の測定は、SUf(3)対称性の基での中間子交

換モデルの妥当性の検証を可能にする。さらにその妥当性を確認した上で、ΣN(I = 3/2)に

対応する Σ+pチャンネルの微分断面積を QCMと OBEPで比較することでクオークパウリ

効果の検証が可能である。このように、ΣN チャンネルは実験的に多くの B8B8 相互作用の情

報を引き出せる大変興味深いチャンネルである。
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図 1.4: 各理論モデルによって計算された微分断面積 [5][6][7]。FSS及び fss2は QCMモデル

に基づく計算モデルの名称、NSC及び ESCは OBEPモデルに基づく計算モデルの名称であ

る。左は Σ+p(I = 3/2)弾性散乱の微分断面積であり、各理論モデルで大きく異なっている。

右は Σ−p(I = 1/2)弾性散乱の微分断面積であり、各理論モデルで大きな差異はない。

1.1.3 これまでの Σp散乱実験

Σ粒子のハイパー核は 4
ΣHe以外に発見されていない。Σは核内で平均化されたポテンシャ

ルが斥力的であり、Σハイパー核が形成されるのは稀である。そのため、散乱実験こそが ΣN

相互作用を実験的に理解する有効な手段である。しかしながら、Σ 粒子の寿命は非常に短い

(τ ∼ 10−10s)ため、Σ粒子が生成されても散乱前に崩壊したり、散乱しても検出される前に

崩壊してしまうという実験的困難さがある。そのため、Σp散乱実験のデータは NN 散乱実験

に比べて非常に限られている。過去の Σp散乱実験では、散乱事象を画像として保持し、散乱

に関連する粒子を全て解析するイメージング法が用いられた。主な実験として、1960台のバ

ブルチェンバー実験 [8]と 1990年代から 2000年代初期にかけて KEK-PSで行われた E251

及び E289実験 [9][10][11]がある。

1960年代のバブルチェンバー実験では、データ取得後再びデータ取得可能な安定状態にバ

ブルチェンバーが復帰するまで時間を要するという難点があった。その上、Σ 粒子の生成を

同定するトリガーがないためランダムトリガーによってデータ取得せざるを得ず、入射ビーム

の強度は制限された。その中で効率良く収量を得るために、Σ 生成には反応団面積の大きい

Stopped K− 反応が採用され、Σの運動量は 200 MeV/c程度に制限される結果となった。上

記の理由より、この実験で得られた散乱事象は低い運動量領域で統計数も数百イベントに留

まった。

1990年代から 2000年代初期にかけて KEK-PSで行われた E251及び E289実験では、統

計数の少なさと Σ 粒子の運動量の制限という前実験の課題の克服を試みた。π±p → K+Σ±
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図 1.5: 過去の Σp 散乱実験から得られた全断面積。CERN で得られた結果 [8] を黒で示し、

KEKで得られた結果 [10][11]を赤で示している。十分な統計数が得られていないことから統

計誤差が大きくなっている。

反応によって Σ粒子を生成し、後方に散乱 K+ 検出のためのスペクトロメータを設置するこ

とで Σ生成事象のトリガーレベルでの同定を可能にした。また、SciFi(シンチレーションファ

イバー) を Σ 生成事象及び散乱事象の標的、そしてそれらの画像を保存するイメージング検

出器の三つの役割を担うアクティブ標的として用いることで 350-750 MeV/cの運動量領域の

Σ粒子の測定に成功した。しかし、SciFiの読み出しに使われた Image Intensifer Tube (IIT)

の蛍光物質は数 µsオーダーの長い時定数を持つため、ビーム強度は 200 k/spill (1spill=2 s)

ほどに制限された。また、SciFiには炭素原子核が含まれるが、その中の陽子との準自由反応

によって生成された Σ粒子は正しく運動量を求めることができない。さらに、生成 Σと炭素

原子核の準弾性散乱は大きなバックラウンドの一因となった。オフラインの画像解析において

も、正しい Σp弾性散乱を同定するためには生成 Σに 5 mm以上の飛距離が要請されたため、

ビームとして使用可能な Σ粒子の収量はかなり限られてしまった。これらの要因から、この

実験においても散乱事象は 30イベント程度に限られ、統計数の少なさを克服するには至らな

かった。

このように、Σp散乱実験は ΣN 相互作用を理解するための重要な実験的アプローチだが、

現状ではその統計数は限られている。特に高い運動量領域では図 1.5に示すように統計誤差に

よって得られた断面積に大きな不定性が存在し、高い統計精度での散乱断面積の測定が強く望

まれてきた。
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1.2 J-PARCでの Σp散乱実験

前節で述べた物理的背景をうけて、我々は大強度陽子加速器施設 (J-PARC:Japan Proton

Accelerator Resarch Complex)にて Σp散乱実験を行う。[12]

1.2.1 実験概要と目的

J-PARC での Σp 散乱実験 (J-PARC E40 実験) の目的は大きく二つある。一つ目は、ク

オークパウリ効果の実験的検証である。Σ+p間においてこの効果による非常に強い斥力が予

想されており、斥力芯の起源の一部とも考えられているが、未だ実験的検証は成されていな

い。もうひとつはアイソスピンごとの ΣN 相互作用の系統的理解である。現在、ΣN 相互作

用のデータは不十分であり、横断的に各 Σpチャンネルについて調べることで ΣN 相互作用の

理解が期待される。

これらの目的のため、我々は Σ+p及び Σ−p弾性散乱、そして Σ−p → Λn反応の微分断面

積を統計精度 10% 以下で決定することを目指している。この統計精度は Σ+p チャンネルに

おいてクオークパウリ効果がもたらす QCMモデルと OBEPモデルが予測する微分断面積の

差よりも小さいため、二つのモデルを区別できる。さらに、θ = 90◦ の微分断面積の値から

斥力芯のコアサイズについても考察が可能である。また、両モデルで似た微分断面積を示す

Σ−p (→ Λn)チャンネルにおいては微分断面積の角度依存性を理論モデルと比較することが

できる精度であり、SUf(3)対称性に基づく中間子交換モデルのフレームワークの妥当性を確

認できる。このチャンネルはクオークパウリ効果がない点を除けば他の相互作用は同じはずな

ため、理論モデルが Σ−p (→ ΛN)チャンネルを再現でき、Σ+pチャンネルに差がある場合、

その差は B8B8 相互作用におけるクオークの寄与に起因すると結論づけられる。

このような統計精度を得るためには、過去実験と比較して圧倒的な Σ粒子の収量が必要とな

る。そのため、本実験では後述するように運動学を用いた新たな同定手法を取り入れている。

この手法によって、従来のイメージング法ではビーム強度の足枷となっていた蛍光物質の時定

数の制限から解放された。よって、検出器の耐えうる限り、ビーム強度を上げることが可能で

あり、実際に我々は 20 M/spill (1 spill=2 s)の高強度ビームの運用を達成した。また、この

手法では Σ粒子の飛跡を実際に測定する必要がないため、従来では解析不可能であった生成

後数 mmで崩壊するような Σ粒子についても Σビームとして用いることができる。さらに、

液体水素を標的に用いることで過去実験で生じた炭素原子核由来のバックグラウウンドの発生

を防いでいる。

本実験における液体水素標的中での連続する二体反応の模式図を図 1.6に示す。1.4 GeV/c

の π+ ビーム、あるいは 1.33 GeV/cの π− ビームを液体水素標的に照射し、π±p → K+Σ±

反応によって Σ粒子を生成している。このとき、上流に設置してある K1.8ビームラインスペ

クトロメータで π ビームを測定し、下流に設置してある KURAMAスペクトロメータで散乱
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図 1.6: 標的内の連続する二体反応の様子。 1○πp → K+Σ 反応による Σ 粒子生成事象。

2○Σp → Σ’p’弾性散乱事象。

K+ を測定・識別することで Σ粒子生成を同定する (第二章参照)。Σ粒子の運動量ベクトル

はスペクトロメータの情報によって再構成する。さらに、生成された Σ粒子が連続して液体

水素標的中の陽子と散乱した事象を、標的を 360◦ 覆うように設置された CATCH検出器群に

よって検出する。CATCH 検出器群では、反跳陽子の角度に加えてエネルギーも実測してい

る。そのため、角度から運動学によって想定されるエネルギーと実測のエネルギーを評価する

ことで散乱事象を同定できる (第三章参照)。

J-PARC E40実験の実験状況を説明する。我々は 2018年 6月に試運転を実施した後、2019

年 2月から 4月にかけてデータ取得を行っている。このとき、陽子への崩壊チャンネルが存在

しない Σ− に比べ、Σ+ は反跳陽子の識別時に崩壊陽子がバックグラウンドになるという難点

がある。さらに、ビームの電荷が K+ と同じため、散乱粒子の識別もより精度が要求される。

そのような考慮が必要ない状況で実験手法を確立するために、まず Σ− からデータ取得を開始

しており、Σ− については全てのデータ取得を完了した。Σ+ については約半分のデータを取

得を終え、残りのデータについては 2020年の 2月から 3月にかけて取得する予定である。

1.2.2 実験セットアップ

本実験は、J-PARCハドロン実験施設の K1.8ビームラインにて実施される。図 1.7に全体

のセットアップを示す。これらは上流で π ビームを計測する K1.8 ビームラインスペクトロ

メータ、下流で散乱 K+ を識別・計測する KURAMAスペクトロメータ、そして反跳陽子を

計測するために標的周りに設置されている CATCH検出器群から構成される。
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図 1.7: J-PARC K1.8ビームラインにおけるセットアップ全体図。K1.8ビームラインスペク

トロメータ、KURAMAスペクトロメータ、CATCH検出器群から構成される。

■液体水素標的

液体水素標的は直径 40 mm、長さ 300 mm、厚さ 0.25 mm の円筒容器に入れられる。Σ

粒子の統計量を上げ、さらにその後の散乱確率を高めるためにビーム方向の長さは大きめに

取っている。また、直径方向は Σ粒子の飛程より大きくしても、Σ粒子が崩壊した中性子由

来の np散乱事象のみが増加し、バックグラウンドが大きくなる。そのため、Σ+ の平均飛距

離 cτ ∼ 24 mmを考慮して標的の直径は 2 cmとなっている。さらに円筒容器を固定し、内部

を真空に保つために炭素繊維強化プラスチック (CFRP:Carbon Fiber Reinfoced Plastic)を



1.2 J-PARCでの Σp散乱実験 11

図 1.8: CATCH検出器群の模式図

用いて円筒容器を密閉している。真空領域の大きさはビーム方向に 415 mm、標的の直径方向

に 78 mmとなっている。

■CATCH検出器群

本実験において反跳陽子測定のために開発され、標的を覆うように設置されている検出器群

を CATCH (Cylindrical Active Tracker and Calorimeter for Hyperon proton scattering)

と呼ぶ。CATCH検出器群は飛跡追跡のためのファイバー検出器 (CFT)、エネルギー計測の

ための BGO カロリメータ、そして粒子が BGO カロリメータを貫通したか確認するプラス

チックシンチレータ検出器 (PiIDカウンター)から構成される。これらの 3Dモデルを図 1.8

に示す。

• CFT

CFT (Cylindrical Fiber Tracker)は Σp散乱事象によって標的から飛び出した粒子の

飛跡及びエネルギー損失を測定するためのファイバー検出器である。直径 0.75 mmの

シンチレーティングファイバーが計 4932本使用され、8つの層を形成している。それ

ぞれビームと平行方向に張られるΦ層が 4層、らせん状に張られる U層と V層が 2層

ずつとなっており、Φ層と UV層は交互に重ねられている。読み出しには半導体光検出

器 (MPPC:Multi-Pixcel Photon Counter)を使用する。
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• BGOカロリメータ

BGOカロリメータは反跳陽子のエネルギーを測定するための無機シンチレーション検

出器であり、Bi4Ge3O12 結晶を使用している。24個のセグメントから構成され、CFT

の外側をさらに覆うように配置されている。ただし、本実験においては散乱 K+ に対

する KURAMAスペクトロメータのアクセプタンスが含まれる 2つのセグメントにつ

いては使用していない。一つのセグメントの大きさは 30 mm × 25 mm × 400 mmで

ある。また、高計数率下における信号のパイルアップに対応するため、エネルギー情報

は Flash ADCによって取得し、オフライン解析で波形分離を行うことで波高情報を得

ている。読み出しには光電子増倍管 (PMT:Photo-Multiplier Tube)を用いる。[13]

• PiIDカウンター

PiIDカウンターは BGOカロリメータを貫通して反跳陽子測定時にバックグラウンド

になる粒子を検出するためのプラスチックシンチレーション検出器である。CATCH検

出器群の最も外側に位置し、34個のセグメントから構成される (ただし、BGOカロリ

メータ同様、本実験では散乱 K+ に対するアクセプタンスを含む 2つのセグメントは

使用しない)。一つのセグメントの大きさは 400 mm × 30 mm × 15 mm である。各

セグメントに埋め込まれた波長変換ファイバーの端からMPPCで読み出しを行う。

■K1.8ビームラインスペクトロメータ

K1.8ビームラインスペクトロメータは標的上流に設置され、πビームの計測を行う。4台の

四重極電磁石 (Q10, Q11, Q12, Q13)と双極電磁石 (D4)によって QQDQQの光学系を形成

するマグネット群と、時間計測用の検出器である 2台のホドスコープ (BH1, BH2)、飛跡測定

用の検出器であるファイバー検出器 (BFT)及び 2台のドリフトチェンバー (BC3, BC4)から

構成される。これらの模式図を図 1.9に示す。

時間計測用検出器

BH1と BH2はビーム粒子の通過時間を記録する。オフライン解析においては、この 2台の

ホドスコープの通過時間差よってビーム粒子が πであることを担保する。また、ヒットしたセ

グメントの位置情報によって許される飛跡の軌道を絞り、飛跡の再構成を補助している。

• BH1

BH1 (Beam Hodoscope 1) はマグネット群の上流に設置されるプラスチックシンチ

レーション検出器である。11個のセグメントから構成され、計数率が一様になるよう

にビーム密度の高い中心のセグメントほど幅が狭くなっている。各セグメントは 1 mm

のオーバーラップをもって、互い違いに並んでいる。読み出しは上下両面からアクリル

ガイドを通じて PMTで行う。

• BH2
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図 1.9: K1.8ビームラインスペクトロメータの模式図

BH2 (Beam Hodoscope 2)はマグネット群の下流で標的直前に設置されるプラスチッ

クシンチレーション検出器である。8個のセグメントから構成され、BH1と同様にビー

ム密度の高い中心のセグメントほど幅が狭くなっている。各セグメントはオーバーラッ

プなく、横一列に並んでいる。読み出しは上下両面からアクリルガイドを通じて PMT

で行う。

飛跡測定用検出器

マグネット群の上流に設置された BFT と下流に設置された BC3, BC4 は飛跡の再構成を

行い、π ビームの運動量を求める。導出手法としては、オフライン解析にて BC3と BC4から

得られる直線トラックに対して、ビームスペクトロメータのビーム光学に基づく輸送行列を適

用することで飛跡の再構成を行う。このとき、再構成された飛跡が BFTのヒット位置を通過

するように運動量を決定する。

• BFT

BFT (Beamline Fiber Tracker)は大強度ビーム下における安定的な運用を目的として

本実験用に開発されたファイバー検出器である。マグネット群の上流に設置され、最上

流でビームの水平位置情報を取得する。その構造は、直径 1 mmのシンチレーティング

ファイバーを鉛直方向に 160 本並べた 2 層を互い違いに重ね合わせたものとなってい
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る。読み出しにはMPPCを用いる。[14]

• BC3, BC4

BC3及び BC4 (Beamline Chamber3及び Beamline Chamber4)はマグネット群の下

流に設置されるMWDC (Multi-Wire Drift Chamber)である。それぞれ 6層から形成

されており、上流から BC3の x, x’, v, v’, u, u’、BC4の u, u’, v, v’, x, x’の順に並べ

られている。一層について直径 15μ mのセンスワイヤーが 3 mm間隔で計 64本張ら

れており、鉛直方向に張られる x層に対して v層は 15◦、u層は −15◦ 傾いている。粒

子がワイヤーの左右どちらを通過したか判別するために、x’, v’, u’層はそれぞれ x, u,

v層に対してワイヤー間隔の半分の 1.5 mmずらしてワイヤーを張っている。

■KURAMAスペクトロメータ

KURAMAスペクトロメータは標的下流に設置され、散乱 K+ の識別・測定を行う。時間

計測用の検出器として TOFカウンターが設置されている。飛跡測定用の検出器としてはファ

イバー検出器 (SFT) と 3 台のドリフトチェンバー (SDC1, SDC2, SDC3)、そしてドリフト

チェンバーの不感領域をカバーするためのホドスコープ群 (FHT1, FHT2) が設置されてい

る。また、トリガー用検出器としてホドスコープ (SCH)とチェレンコフ検出器 (SAC)が設置

されている。これらの検出器とともに 0.76Tの磁場をかけた KURAMAマグネットによって

KURAMAスペクトロメータは構成される。これらの模式図を図 1.10に示す。

時間計測用検出器

TOFカウンターは散乱粒子の通過時間を記録する。オフライン解析においては、BH2との

時間差から粒子識別に必要な散乱粒子の飛行時間が得られる。

• TOFカウンター

TOF (Time-Of-Flight wall) カウンターはマグネット下流に設置されるプラスチック

シンチレーション検出器である。24個のセグメントから構成され、一つのセグメント

の大きさは 80 mm × 1800 mm × 30 mm である。セグメントは 5 mm のオーバー

ラップをもって、互い違いに並んでいる。読み出しは上下両面からアクリルガイドを通

じて PMTで行う。また、本実験においては大強度ビームによる PMTの渦電流を防ぐ

ため、π ビームの通過領域をアクリルにして不感にする。具体的には、π− ビームの通

過が予想される 14∼16番目のセグメント及び π+ ビームの通過が予想される 2∼7番目

のセグメントの中央 200 mmで切り取られる直方体部分が不感領域に相当する。なお、

セグメントの番号はビーム上流から見て、右端を 1番目として数えている。2018年の

試運転時は π− ビーム通過領域のみを、2019年の本ビームタイムでは両ビームの通過

領域を不感にしている。
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図 1.10: KURAMAスペクトロメータの模式図

飛跡測定用検出器

マグネット上流に設置された SFT, SDC1と下流に設置された SDC2, SDC3は不感領域を

FHT1, FHT2でカバーしつつ、飛跡の再構成を行い、散乱粒子の運動量を求める。導出手法

としては、オフライン解析にて KURAMAマグネットの上流と下流で得られるそれぞれの直

線トラックを磁場マップと Runge-Kutta法によってつなぎ合わせることで、最適化された運

動量を求めている。

• SFT

SFT (Scattered Fiber Tracker) は本実験用に開発されたファイバー検出器である。

KURAMA スペクトロメータの飛跡測定用検出器の中で最上流に設置されている。x

層、u層、v層から形成されており、各層は BFTの構造と同様にそれぞれ 2層を互い違

いに並べてある。ここで、x層については直径 1 mmのシンチレーティングファイバー

を 256本× 2層鉛直方向に並べており、u層と v層については直径 0.5 mmのシンチ

レーティングファイバーを 240本× 2層左右にそれぞれ 45◦ 傾けて並べてある。読み

出しには MPPCを使用し、u層及び v層に限ってはファイバー 3本を一つの MPPC

で読み出している。
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• SDC1

SDC1 (Scattered Drift Chamber1)は SFTの直後に設置されるMWDCである。BC3

と同様に、上流から x, x’, v, v’, u, u’の順に 6層で形成されており、鉛直方向に張られ

る x層に対して v層は 15◦、u層は −15◦ 傾いている。センスワイヤーの間隔は 6 mm

で一層について計 64本張られており、x’, v’, u’層はそれぞれ x, u, v層に対してワイ

ヤー間隔の半分の 3 mmずらしてワイヤーを張っている。

• SDC2, SDC3

SDC2及び SDC3 (Scattered Drift Chamber2及び Scattered Drift Chamber3)はマ

グネットの下流に設置される MWDC である。それぞれ 4 層から形成されており、上

流から SDC2の x, x’, y, y’, SDC3の x, x’, y, y’の順に並べられている。x層は鉛直方

向に張られるのに対して y 層は水平方向に張られている。センスワイヤーの間隔はそ

れぞれ SDC2が 9 mmで SDCが 20 mmとなっており、x’, y’層はそれぞれ x, y層に

対してワイヤー間隔の半分だけずらしてワイヤーを張っている。使っているワイヤー数

は SDC2が一層につき 128本ずつであり、SDC3は x層は一層につき 96本、y層は一

層につき 64本である。また、本実験において π ビームの通過領域は高計数率に伴うパ

イルアップが予想されるため、この領域のセンスワイヤーには電圧をかけずに不感にし

てある。具体的には、SDC2 についてはビーム中心から x 方向に ±45 mm、y 方向に

±25 mmの帯が作る十字部分が、SDC3についてはビーム中心から x方向に ±98 mm、

y方向に ±40 mmの帯が作る十字部分が不感領域に相当する。

• FHT1, FHT2

FHT1及び FHT2 (Fine Segmented Hodoscope1及び Fine Segmented Hodoscope2)

は SDC2, SDC3の不感領域をカバーすることを目的として本実験用に開発されたプラ

スチックシンチレーション検出器である。それぞれ 4 層から形成されており、FHT1

は SDC2の不感領域を覆うように上下前後に各一層ずつ配置され、FHT2は SDC3の

不感領域を覆うように上下前後に各一層ずつ配置される。FHT1 は 48 個、FHT2 は

64個のセグメントから構成され、一つのセグメントの大きさは 6 mm × 550 mm × 2

mm である。各セグメントは 2 mm のオーバーラップをもって、互い違いに並んでい

る。各セグメントに埋め込まれた波長変換ファイバーの端からMPPCで読み出しを行

う。[15]

トリガー用検出器

• SCH

SCH (Scattered Charged Hodoscope)はマグネット内部に設置されたプラスチックシ

ンチレーション検出器である。64個のセグメントから構成され、一つのセグメントの

大きさは 11.5 mm × 450 mm × 2 mmである。各セグメントは 1 mmのオーバーラッ

プをもって、互い違いに並んでいる。各セグメントに埋め込まれた波長変換ファイバー
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の端からMPPCで読み出しを行う。大強度ビーム対策として、ビーム通過領域の 8つ

のセグメントはトリガーには参加しない。

• SAC

SACは散乱 π の除去を目的として本実験用に開発されたエアロゲルチェレンコフ検出

器である。輻射体として屈折率 1.10 のシリカエアロゲルが使用されており、4 つに区

切られた部屋の中に敷詰められている。なお、各部屋はビーム通過領域を避けるように

配置されており、計数率のバラつきを抑えるためにビーム中心から遠い部屋ほど体積が

大きく設計されている。マグネットの中に設置されるため、読み出しには磁場耐性のあ

るファインメッシュタイプの PMTを用いている。[16]

1.2.3 トリガーロジック

データ収集効率の向上のためには高い DAQ efficiencyを維持する必要がある。そのために

はバックグラウンドを効率良く排除し、トリガーレートを可能な限り抑えられるトリガーロ

ジックの構築が不可欠である。

本実験においてトリガーロジックは Level1 Triggerと Level2 Triggerの二段階で構成され

ている。Level1 Triggerの信号は HUL TriggerとMatrix Triggerの二つの信号によって作ら

れる。HUL Triggerは (π,K)反応をタグするための信号を作っており、Matrix Triggerは三

つの検出器におけるヒットパターンから電荷と運動量を選択している。Level2 Triggerの信号

はMass Triggerによって作られる。Mass Triggerは二つの検出器のヒットセグメントと時間

情報から散乱粒子の飛行時間を計算し、粒子の質量によって生じる時間差で粒子識別を行って

いる。トリガーシステムの概要を図 1.11 に示す。ここで、Master Trigger Module (MTM)

は Level1 Trigger、Level2 Triggerの信号を取りまとめるモジュールであり、各検出器へのト

リガー信号の配布や DAQの Busy管理を行うことでイベントごとの対応を取っている。

■Level1 Trigger

Level1 Trigger では 5 つの検出器の信号が用いられており、特に TOF カウンターでは通

常の信号と、高い閾値を設定した信号 (TOF-HT) の二種類の信号を使い分けている。HUL

Triggerで BH2 Kと呼ばれる信号が、Matrix TriggerでMatrixと呼ばれる信号がそれぞれ

作られる。これらの信号に加えて BH2信号のコインシデンスを取ることで Level1 Triggerが

生成される。この BH2信号のタイミングを Final Timingと呼び、全検出器の読み出しの基

準時間を決定している。また、大強度ビーム対策として、BH2信号は論理和を用いずにセグ

メントごとに計 8個作っている。Level1 Triggerが作る信号 L1の定義を式 (1.6)に示す。

L1 ≡ BH2× BH2 K×Matrix (1.6)
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図 1.11: トリガーシステムの概要

HUL Trigger

HUL Trigger では、(π,K) 反応をタグするために標的上流の時間検出器である BH2 と標

的下流の時間検出器である TOFカウンターでコインシデンスを取っている。このとき、SAC

はエアロゲルの通過速度が閾値を超える粒子の場合のみ光るため、veto 信号との論理積を取

ることで散乱 π を除去できる。さらに、TOF-HTは TOFでのエネルギー損失が高い閾値を

超えたときのみ信号を出すので、veto 信号との論理積をとることで低運動量の陽子を除去で

きる。HUL Triggerが作る信号 BH2 Kの定義を式 (1.7)に示す。

BH2 K ≡ BH2× TOF× SAC× TOF-HT (1.7)

Matrix Trigger

Matrix Triggerでは、KURAMAスペクトロメータの検出器である SFT-Xの 48セグメン

ト、SCHの 56セグメント、TOFカウンターの 24セグメント用いられ、48 × 56 × 24=64512

のヒットパターンの中から最適なパターンのときのみ信号を作る。これは、電荷と運動量を選

択していることに相当し、3D Mtxと呼ばれる。このとき、π ビームと思わしき事象に対して

は SCHと TOFカウンターのヒットパターンから 2D Mtxと呼ばれる信号が作られ、veto用

に使われる。Matrix Triggerが作る信号Matrixの定義を式 (1.8)に示す。

Matrix ≡ 3DMtx× 2DMtx (1.8)
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■Level2 Trigger

Level2 TriggerはMass Trigerによって作られる信号であり、Level1 Triggerで要請を受け

たデータについて読み込みの是非を決定している。

Mass Trigger

Mass Triggerには SCHと TOFカウンターが用いられる。二つの検出器のヒットパターン

ごとに適切な時間幅が設定されており、SCH-TOFカウンター間の時間差がその幅を満たした

ときのみ信号 L2 が作られる。これは粒子の質量を選択していることに相当する。L2 信号が

出力されない場合はデータを破棄する。

1.3 本研究の目的

J-PARC での Σp 散乱実験 (J-PARC E40 実験) では、2019 年 5 月までに Σ− についての

データ取得を終え、Σ+ については約半分のデータ取得を完了している。本研究の目的は既に

データ取得を完了している Σ− のデータを用いて、微分断面積導出までの一連の解析手法を構

築することである。本論文では、まず第二章で Σ− 生成事象の同定手法及び Σ− の収量につい

て述べる。次に、第三章で CATCH検出器群を用いた Σ−p散乱事象の同定手法について述べ

る。さらに、第四章で Σ−p散乱事象の微分断面積導出に必要な Σ− ビームの総飛距離を見積

り、最後に第五章で NN 系における微分断面積の過去実験との比較から、導出手法の有効性

を確認する。
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第 2章 Σ−生成事象の同定

この章では、E40 実験での連続する二体反応のうち、一つ目の反応である π−p → K+Σ−

による Σ− 生成事象の同定について記す。ここでの同定数が散乱事象の統計数に直接影響する

ため、できるだけ多くの Σ− 生成事象を同定することが求められる。その一方で、Σ− ビーム

量を正しく見積もるために、なるべく少ないバックグラウンドで同定することが望ましい (第

四章参考)。解析によってこの両方の側面において同定精度を向上させることが重要である。

2.1 同定手法

KURAMAスペクトロメータによって導かれる質量分布から散乱粒子が K+ である事象を

選択し、その事象に対してMissing Massを組むことで Σ− 生成事象を同定する。

2.1.1 質量スペクトル

散乱粒子の質量は運動量 p、飛行距離 L、飛行時間 tを用いて (2.1)式のように計算される。

Mscattered = p2

√
(ct)2

L2
− 1 (2.1)

KURAMA スペクトロメータでは、各検出器の位置情報から粒子の飛跡を再構成する。こ

のとき、KURAMA マグネットの上流と下流で得られるそれぞれの直線トラックを磁場マッ

プと Runge-Kutta法によってつなぎ合わせることで、最適化された運動量 pKURAMA を求め

ている。また、標的中心から TOFカウンターまでの飛行距離も飛跡情報から分かる。飛行時

間については、BH2-TOFカウンター間の時間差から BH2-標的中心間の平均的な π− ビーム

の飛行時間 Timetarget を差し引くことで、標的中心-TOF カウンター間の散乱粒子の飛行時

間 stofが得られる。

これらの値から導かれる質量二乗分布を図 2.1に示す。この段階でもある程度散乱粒子の識

別は可能だが、K+ 分布の下に π の漏れ込みやコンスタントなバックグラウンドが存在して

いることが分かる。後者のバックグラウンドは高強度 π ビームによるマルチビーム事象に対

して、異なる BH2タイミングを採用してしまったイベントと考えられる。実際に図 2.2に示

すように最上流の検出器である BFTのヒットが 1であるようなシングルビームイベントに対

してはコンスタントなバックグラウンドが少ない一方で、BFTのヒットが複数であるマルチ

ビームイベントに対してはこのバックグラウンドが激増していることが確認できる。
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図 2.1: 質量二乗分布

図 2.2: シングルビームイベントとマルチビームイベントでのアクシデンタルバックグラウン

ドの変化。左図に示すシングルビームイベントに比べて、右図に示すマルチビームイベントで

は赤枠で囲まれるようなアクシデンタルバックグラウンドが圧倒的に多い。

2.1.2 Missing Mass法

K1.8 ビームラインスペクトロメータで測定されるビーム粒子の運動量ベクトル −−→pK18

と KURAMA スペクトロメータで測定される散乱粒子の運動量ベクトル −−−−−−−→pKURAMA から

π−p → K+Σ− 反応におけるミッシングマスが (2.2)式のように計算できる。

Mmiss =

√(√
|−−→pK18|2 +M2

π− +Mp +
√
|−−−−−−−→pKURAMA|2 +M2

K+

)2

+ (−−→pK18 −−−−−−−−→pKURAMA)2 (2.2)
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図 2.3: MissingMass分布。質量二乗分布において 0.15-0.35 GeV2/c4 の範囲を散乱K+ 事象

として選択している。1.2 GeV/c2 付近に Σ− のピークを確認できる。

図 2.1 の質量二乗分布において 0.15-0.35 GeV2/c4 の範囲を散乱 K+ 事象として選択し

たときの Missing Mass 分布を図 2.3 に示す。Σ− 粒子 (質量 1.197 GeV/c2) のピークが

1.2 GeV/c2 付近に確認できる。ピークの右側に存在するテールは π−p → K+π−Λ反応によ

るMπ− +MΛ ∼ 1.25 GeV/c2 のMissing Mass、あるいは、飛行中にフレームに当たるなど

してエネルギー損失した散乱粒子に対して計算されたMissing Massだと考えられる。

2.2 散乱K+ 識別

前述のように Σ− 生成事象の同定にはいかに精度良く散乱 K+ を識別するかが重要である。

そのために、まず各種補正によって質量分布における分離能を向上させ、他粒子による漏れ込

みを防ぐ。さらに、運動量によるカット条件によってアクシデンタルなバックグラウンドを抑

制する。

2.2.1 波高補正

散乱粒子の飛行時間は BH2と TOFカウンターによって決定している。しかし、それぞれ

の計測時間は図 2.4に示すように波高に対する依存性を持っている。このような依存性は質量

分布のピークを太くし、異なる粒子の漏れ込みの原因となる。そこで、BH2 と TOF カウン

ターそれぞれに対して波高補正を行うことで、散乱K+ の識別精度を向上させる。
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図 2.4: 波高と計測時間の関係。波高が高い信号は T1 のタイミングで閾値を超えるが、波高の

低い信号では T2 のタイミングである。このように波高が小さい信号ほど遅れて見える。

■TOFカウンター

まず、TOF カウンターに対しては一般的な波高補正を行う。TOF カウンターの ADC 情

報から得られる dEと stof−Timecalc π (∆T )及び質量二乗分布の補正前の相関を図 2.5左に

示す。ここで Timecalc π は散乱粒子が π であると仮定したときに計算される飛行時間である。

ゆえに、実際に散乱粒子が π のときは散乱粒子の実測飛行時間である stofとの差は 0になる

べきである。しかし、図 2.5左から分かるように特に dEの小さい領域で TOFカウンターの

計測時間が遅くなることに起因したずれが生じていることが分かる。

散乱粒子が πであるイベントに対し、パラメータ p0, p1 を用いて p0/
√
dE + p1 という関数

でフィッティングし、dEに依存せず、∆T が 0になるように補正した。補正後の相関図を図

2.5右に示す。飛行時間と dEの依存性が無くなっており、それによって質量分布の識別能力

が向上した。

■BH2

次に、BH2に対して波高補正を行った。ここで、BH2は大強度 π ビームによるマルチヒッ

トのため、ADC情報がパイルアップして使えないという難点がある。そこで、BH1と BH2

の時間差 (btof) を用いて補正を行う。時間関係は図 2.6 の概略図に示されるようになってお

り、それぞれの関係式は以下のようになっている。

btof = TimeBH1 − TimeBH2 (2.3)

stof = TimeTOF − Timetarget(固定値)− TimeBH2 (2.4)

例えば、BH2の波高が小さい、すなわち、計測時間が遅れて見えるとき、時間基準を作ってい

るのは BH2なので TimeBH1 も TimeTOF も相対的に早い時間に見えることになる。つまり、
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図 2.5: TOFカウンターの波高補正。左側が補正前、右側が補正後であり、上段が dEと∆T、

下段が dEと質量二乗分布の相関を示す。補正後は飛行時間と dEの依存性が無くなっている。

図 2.6: 時間関係の概略図。BH2 の波高が小さいときは赤線のように計測時間が遅れて見え

る。基準時間は BH2が作っているため、TimeTOFも TimeBH1も相対的に早い時間に見える。
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図 2.7: BH2 の波高補正。左側が補正前、右側が補正後であり、上段が btof と ∆T、下段が

dEと質量二乗分布の相関を示す。補正後は飛行時間と btofの依存性が無くなっている。

(2.3)(2.4)式から分かるように stofと btofは正の相関を持つ。波高によって現れるこの相関

を利用して補正を行う。

補正前の btofと ∆T 及び質量二乗分布の相関を図 2.7左に示す。散乱粒子が π であるイベ

ントに対して一次関数でフィッティングし、∆T が 0になるように補正した。補正後の相関図

を図 2.7右に示す。飛行時間と btofの依存性が無くなっており、ADC情報が使えない BH2

も他の検出器の時間情報との相関を見ることで波高補正できたことが分かる。

2.2.2 Vertex補正

前述のように散乱粒子の飛行距離と飛行時間は標的中心から TOFカウンター間で考えてい

る。しかし、実際には我々が用いている液体水素標的は 300 mmもの厚さを持つため、標的中

心から離れたところで生じた反応についてはその分散乱粒子の飛行距離及び飛行時間にずれが
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図 2.8: vertex 補正の概略図。橙矢印が粒子の飛跡であり、散乱粒子の実際の飛行距離は

B○ → C○である。しかし、ここまでの解析は飛行距離を A○ → C○として考えており、ここで

ずれが生じている。現在考えている飛行距離から A○ → B○を差し引き、飛行時間は A○′ → B○

を π が通過するのにかかる時間を差し引くことで適切な飛行距離と飛行時間となる。

図 2.9: vertex補正。左側が補正前、右側が補正後の vertexの z位置と質量二乗分布の相関図

である。補正前は特に重い粒子に対して vertexの z位置が大きいイベントの質量が小さく見

える傾向があった。飛行時間と飛行距離を適切に補正することで依存関係が無くなっている。

生じる (図 2.8参照)。図 2.9左からも分かるように vertexの z位置が大きいイベントは、実

際は π ビームが飛んでいる距離も散乱粒子が飛んでいる距離として計算しているため本来よ

りも質量が軽く見える。これは重い粒子ほど顕著に影響する。

そこで、飛行距離と飛行時間をそれぞれ実際のものと等しくなるように補正した。図 2.9右

に補正後の相関図を示しており、vertex位置依存性が無くなっていることを確認できる。
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図 2.10: NK と RK の見積り。K+ ピーク付近をガウス関数 (緑実線)と指数関数 (紫破線)の

足し合せでフィットした。橙で示す領域が Σ− のMissingMassを計算する際の選択範囲であ

り、この範囲での指数関数部分の積分値を散乱K+ 識別時のバックグラウンドとみなす。

2.2.3 運動量によるカット条件

ここまでの補正によって粒子間の分離能力を向上させることができた。ここでは、高強度 π

ビームに起因して生じるマルチビームイベントによるアクシデンタルなバックグラウンドの除

去を試みる。そのために、比較的低強度である下流の情報、すなわち、散乱粒子の運動量の情

報からカットを加える。ここで、適切なカット範囲を決定するための指標としてカット条件

を変化させたときの散乱 K+ の総数 NK とその比率 RK を用いる。それぞれの値は質量二乗

分布における K+ ピーク付近をガウス関数と指数関数の足し合わせでフィッティングし (図

2.10)、0.15-0.35 GeV2/c4 の範囲内のそれぞれの積分値 Igaus, Iexponential を用いて (2.5)式、

(2.6)式のように見積もった。

NK = Igaus (2.5)

RK =
Igaus

Igaus + Iexponential
(2.6)

バックグラウンドの割合は低いことが望ましいが、正しくその割合を見積れるのであればそ

の分の Σ− 生成事象を割り引いて考えることで、Σ− ビーム量の見積り誤差に対処できる。ゆ

えに、ここではNK の減少を防ぐことに重点を置き、減少し始める直前を適切なカット条件と

して設定する。
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図 2.11: π−p → K+Σ− 反応における角度と運動量の関係。黒点は実験データ、赤線は πビー

ムの運動量を 1.33 GeV/c としたときに計算される運動学的な関係線である。KURAMA ス

ペクトロメータのアクセプタンスである 0 ∼ 30◦ において、実験データは運動学とよく一致し

ている。

■運動量範囲によるカット条件

始めに選択すべき運動量範囲を決定する。静止標的への二体反応では散乱粒子の運動量は

ビーム運動量と散乱角度によって一意に決まるため、運動学的に上限と下限が存在する。π

ビームの運動量を 1.33 GeV/cとしたときの π−p → K+Σ− 反応における散乱 K+ の散乱角

度に対応する運動量を図 2.11に赤線で示す。黒点で示されるのは実験データから得られた実

際の対応関係であり、KURAMAスペクトロメータのアクセプタンスである 0 ∼ 30◦ におい

てよく一致しているのが確認できる。

散乱粒子の運動量の上限と下限を変化させたときの NK と RK をそれぞれ図 2.12に示す。

NK の減少が生じる直前である 0.89 GeV/cを上限に、0.50 GeV/cを下限に設定した。特に、

上限においてカットラインを設定することにより、バックグラウンドを除去できていることが

分かる。

■運動量と dE/dxの相関によるカット条件

次に運動量と TOFカウンターでの単位長さ当りのエネルギー損失 dE/dxによる相関を用

いてカットを加える。ある質量を仮定したとき、運動量と dE/dxの関係は以下に示すベーテ
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図 2.12: 運動量範囲を変化させたときの NK と RK の推移。左側は下限、右側は上限のカッ

ト範囲を推移させたときを示している。それぞれ上段が NK、下段が RK の変化を示す。な

お、NK は何もカットをかけていないときを 100 %として規格化している。カット条件を厳

しくしていくと、RK は向上していくがあるラインを超えると NK が減少する。NK が減少し

始める直前の橙のラインをカット条件として設定する。

ブロッホの公式によって結びつけられる。

−
dE

dx
= 2πNar

2
emec

2ρ
Z

A

z2

β2

[
ln

(
2m2

ec
2γ2β2Wmax

I2

)
− 2β2 − δ − 2

C

Z

]
(2.7)

β =
p√

p2 +M2
(2.8)

ここで、Na はアボガドロ数、re は古典電子半径、me は電子の静止質量、ρは物質の密度、Z

は物質の原子番号、Aは物質の質量数、I は物質の平均励起ポテンシャル、z は入射粒子の電

荷、β は入射粒子の光速に対する相対速度、pは入射粒子の運動量、M は入射粒子の静止質量

である。また、密度効果補正とシェル補正のためにそれぞれ δ と C を含む項が付け加えられ

ている。
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図 2.13: 運動量と TOFカウンターの dE/dxの相関。粒子ごとにまとまって分布しているの

が確認できる。白線は 750 MeV/c、黒線は 200 MeV/c を仮定したとき、ベーテブロッホの

公式によって計算される運動学的な関係線。

ベーテブロッホの公式による対応関係から、運動量と dE/dx の二次元相関は図 2.13 で示

すように質量の異なる粒子毎にまとまった分布を見せる。このとき、陽子と K+ の間のあ

る質量 (ProtonCutMass と呼ぶ) を仮定し、運動量と dE/dx の関係から予想される質量が

ProtonCutMassよりも大きいイベントを陽子であるとして除去する。同様に、K+ と π の間

のある質量 (PionCutMass と呼ぶ) よりも予想される質量が小さいイベントを π として除去

する。図 2.13の白線は ProtonCutMass=750 MeV/c2、黒線は PionCutMass=200 MeV/c2

を仮定することで計算される関係線であり、白線より上のイベント、あるいは、黒線より下の

イベントはK+ ではないとして除去する。適切な ProtonCutMassと PionCutMassを設定す

ることで NK を減少させずに RK を向上させることができる。なお、アクシデンタルなバッ

クグラウンドは主にマルチビームイベントで生じるのでこのカットは BFTのヒットが複数の

ときに適用させるものとする。

ProtonCutMass と PionCutMass を変化させたときの NK と RK をそれぞれ

図 2.14 に示す。NK の減少が生じる直前である ProtonCutMass=800 MeV/c と

PionCutMass=250 MeV/cに設定した。
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図 2.14: dE/dxによるカット条件を変化させたときの NK と RK の推移。左側は PionCut-

Mass を π の質量から K+ の質量まで、右側は ProtonCutMass を K+ の質量から陽子の質

量まで推移させたときを示している。それぞれ上段が NK、下段が RK の変化を示す。運動

量範囲のときと同様に NK は何もカットをかけていないときを 100%として規格化している。

NK が減少し始める直前の橙のラインをカット条件として設定する。

2.2.4 識別精度の評価

以上の補正やカットを通じて、散乱 K+ の識別効率の精度がどれだけ向上したか評価する。

なお、この評価はそれぞれ一回分の run (∼ 1000 spill)を解析して行っている。

解析前後での質量分布の変化を図 2.15に示す。各粒子のピークとバックグラウンドをガウ

ス関数と指数関数の足し合せでフィッティングした結果を重ねてある。このとき、解析後には

各波高補正、vertex補正、運動量と dE/dxの相関によるカットを適用しており、運動量範囲

のみ解析前後で共通にしている。これらの質量分布から得られる各粒子の分散 σ、粒子間の分

離度 r、散乱K+ の総数NK と識別効率 RK を表 2.1にまとめた。NK は解析前の総数を 100

%として規格化している。ここで、粒子 aのピークと粒子 bのピークの分離度は各粒子の分
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図 2.15: 解析前 (左)と解析後 (右)の質量二乗分布。各粒子のピークとバックグラウンドを 3

gausian(緑実線)と指数関数 (紫破線)の足し合せでフィッティングした結果を重ねてある。

表 2.1: 解析前後での散乱K+ に対する識別効率の変化

σπ σK σp rπ-K rK-p NK RK

解析前 31.1 MeV2/c4 40.8 MeV2/c4 84.8 MeV2/c4 1.43 2.12 100.0% 72.7%

解析後 18.1 MeV2/c4 27.0 MeV2/c4 67.6 MeV2/c4 2.42 3.11 103.7% 86.7%

散 σ 及びピーク値 µを用いて以下のように定義される:

r =
µa + µb

2σa + 2σb
(2.9)

解析前後を比較すると全ての粒子のピークが細くなっており、これは各波高補正の影響が大

きい。また、vertex補正によって重い粒子のピークが実際の質量に近付く方向にシフトし、結

果としてピーク間の差が大きくなった。以上から、解析前に比べて格段に散乱K+ の識別が容

易になり、分離度 r にその効果が現れている。一般的に r > 1.5であればピークが完全に分離

していると判断されるが、解析前の π と K+ の分離度 rπ-K はこれを下回っている。しかし、

解析後は π、陽子いずれの分離度も 1.5を大きく上回っており、アクシデンタルバックグラウ

ンド以外の他粒子の漏れ込みはほぼ完全に除去できたと結論づけられる。RK を見ることで、

アクシデンタルバックグラウンドについても運動量と dE/dxの相関によるカットによってほ

ぼ半分にまで抑制できていることが分かる。この間、カットによって殺してしまった散乱K+

事象はほとんど存在せず、むしろ K+ のピークが細くなったことで 0.15-0.35 GeV2/c4 の質

量領域に入る事象数が増え、NK は向上している。
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図 2.16: 解析後のMissing Mass分布。橙線の領域内を Σ− の収量として定義する。

表 2.2: E40実験で得られた Σ− の収量とその比較

Eexperiment Σ− yields

E40 450< [MeV/c] <550 7.5× 106

550< [MeV/c] <650 4.7× 106

650< [MeV/c] <850 2.9× 106

全体 15.0× 106

E289[10] 1.8× 105

2.3 Σ− の収量

前節で識別精度が向上した質量二乗分布の 0.15-0.35 GeV2/c4 の範囲に対して、Σ− の

Missing Mass を組んだものが図 2.16 になる。ここでは、本ビームタイムに加え、2018 年 6

月に行われた試運転時も含めた全データについて解析した。peakから ±3 σ の範囲の積分値

を Σ− の収量と定義したとき、Σ− の収量は 15.0 Mとなった。これは表 2.2からも分かるよ

うに先行実験のおよそ百倍の収量にあたる。なお、バックグラウウンドによって生じる生成

Σ− の誤識別については第四章で議論するため、ここでは割愛する。

最後に図 2.17に生成 Σ− の運動量分布を示す。この運動量は、各スペクトロメータから得

られる π− ビーム及び散乱 K+ の運動量ベクトルから導くのではなく、π−p → K+Σ− の二

体反応を仮定して π− ビームの運動量と散乱角から導く。こうした処理を施すことで、一番分

解能が低い KURAMAスペクトロメータによる運動量を用いずに Σ− の運動量を決定するこ
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図 2.17: 生成 Σ− の運動量分布。縦軸は 1 MeV当りの統計数に対応する。本実験では、赤線

で区切られた三つの運動量領域ごとに微分断面積を導出する予定である。

とができ、より良い精度が得られる。図の縦軸は 1 binの幅に対応している 1 MeV/cごとの

統計数を示しており、本実験では赤線で区切られた三つの運動量領域で微分断面積を導出する

予定である。各運動量領域の統計数は表 2.2にまとめてある。Σ−p散乱の断面石を 30 mbで

重心系に等方であると仮定したとき、最も収量の少ない運動量領域でも 2000イベント程度の

散乱事象が見積もられ、本実験で得られた収量は統計精度 10%での微分断面積導出が期待で

きるものであると分かる。
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この章では、前章で Σ− 生成を同定できた事象に対して、CATCH検出器群を含めた解析を

行い、∆E 法によって各散乱事象を同定する。ここで、Σ− の崩壊先はほとんど π− と nに限

られている。ゆえに、Σ− 生成事象において CATCH検出器群で陽子が検出されたときは以下

に示される何れかの反応があったことを示唆する。

〇 Σ− と標的陽子との散乱

・ Σ−p → Σ−’p’

・ Σ−p → Λn, Λ → π−p

・ Σ−p → Σ0n, Σ0 → Λγ, Λ → π−p

〇 Σ− が崩壊した π− 又は nと標的陽子との散乱

・ π−p → π−’p’

・ np → n’p’

この中で我々が微分断面積を導出しようとしている反応は Σ−p弾性散乱及び Σ−p → Λn反

応である。ただし、np散乱及び π−p散乱はバックグラウンド事象ではあるが、その散乱事象

を同定することで同定手法の有効性を確認できる。さらに、Σ−p弾性散乱や Σ−p → Λn反応

の同定において S/N向上のためのカット条件としても有用であるため、これらの散乱事象も

同定する。

3.1 CATCH検出器群の解析

散乱事象は標的から飛び出した粒子の実測エネルギーと散乱角度から運動学的に計算され

るエネルギーの一致から同定を行う。そのために、前章までの KURAMA スペクトロメー

タ、K1.8ビームラインスペクトロメータに加えて、CATCH検出器群を組み合わせて解析を

行う必要がある。CATCH 検出器群は粒子の三次元飛跡追跡を行うためのファイバー検出器

(CFT)、粒子の運動エネルギーを計測する BGO カロリメータ、そして粒子が BGO カロリ

メータを貫通したか確認するプラスチックシンチレータ検出器 (PiIDカウンター)から構成さ

れる。これらの検出器群の模式図を標的内での反応と併せて図 3.1に示す。
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図 3.1: CATCH検出器群及び標的内部での反応

3.1.1 三次元飛跡トラッキング

CFTでの三次元飛跡追跡は以下の手順で行う。

1. Φ層のヒット情報から XY平面での直線トラッキングを行い、角度 ϕを得る

2. ジオメトリーによって導かれる ϕ-zの対応関係より、1で得られた角度 ϕと各 UV層の

ヒット情報から各 UV層上での z位置が求まる

3. 2で求まった各 UV層上の (x, y, z)情報を基に三次元での飛跡追跡を行う

このとき、BGOカロリメータや PiIDのヒットセグメントも考慮して飛跡の再構成を行って

いる。図 3.2に CFTのトラッキングを示したイベントディスプレイを載せる。このイベント

は後述の ∆E 法によって同定した Σ−p散乱事象であり、スペクトロメータの情報と組み合わ

せることで標的中で生成された Σ− が散乱している様子がはっきりと確認できる。

3.1.2 エネルギー較正

エネルギー測定のために BGOカロリメータと CFTにエネルギー較正を行う。これらは実

験データの波高と Geant4シミュレーションのエネルギーを比較して行う。

まず、実験データにおいて ADC情報から得られる波高と CFTトラッキングによって得ら

れる角度の相関を確認する。BGOカロリメータ及び CFTの ADCと角度の相関をそれぞれ

図 3.3左と図 3.3右に示す。このとき、角度とエネルギーが一対一で結び付く必要があるので、

BGOカロリメータはキャリブレーション用に取得した運動量 0.60 GeV/cの陽子ビームによ

る pp 散乱のデータを、CFT は Σ 生成事象と同時に取得していた運動量 1.33 GeV/c の π−
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図 3.2: Σ−p散乱時の CFTによるトラッキング。それぞれ標的中心の座標を (0, 0, 0)とした

XY平面 (a)、ZX平面 (b)、ZY平面 (c)を示す。中心から標的、CFT、BGOカロリメータ、

PiIDカウンターの順に描かれている。CFTで飛跡を補足した陽子を赤線、π− を青線で表示

している。さらにスペクトロメータで飛跡を捕捉した π− ビームや散乱 K+ を黒線で追記し、

これらの情報から計算される Σ− ビームを黄緑線、散乱後の Σ− を緑線で表している。
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図 3.3: ADC と角度の相関。左が BGO カロリメータ、右が CFT における相関を示してい

る。BGOカロリメータでは pp散乱による散乱陽子が、CFTでは π−p弾性散乱による陽子

の散乱がはっきりと見えている。

図 3.4: BGOカロリメータのエネルギー較正。縦軸が実験データにおける波高情報、横軸はシ

ミュレーションにおけるエネルギーである。これらは散乱角度によって対応づけられている。

赤線で示したフィッティングの結果を用いることで波高情報をエネルギーへと較正できる。

による π−p 弾性散乱のデータをそれぞれ用いている。それぞれ散乱事象による陽子の locus

がはっきり見え、散乱事象を同定できている。

次にシミュレーションのエネルギーと角度から得られる相関を確認し、最初に求めた実験

データの波高と角度の相関との比較から同じ角度同士を紐付けることで実験データの波高とシ

ミュレーションのエネルギーの対応を得る。この対応関係をフィッティングすることにより、

波高をエネルギーに較正するための関係式が求まる。図 3.4に BGOカロリメータにおける実

験データとシミュレーションの対応関係の一例を示す。赤線はフィッティング結果である。
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図 3.5: ∆U と ∆V の相関。ここで、CFT と KURAMA スペクトロメータの飛跡の X 方向

の傾きの差が ∆U であり、Y方向の傾きの差が ∆V である。赤い円内のイベントは CFTと

KURAMAスペクトロメータの飛跡が同一であるとして除去する。

3.1.3 散乱陽子識別

陽子は飛行速度 β が小さいため、ファイバーでのエネルギー損失が大きく、その値は β に

依存して大きく変化する。一方で、πはMinimum Ionizing Particle (MIP)であるため、常に

一定のエネルギー損失を示す。この性質の違いを利用して、CFTでのエネルギー損失 ∆E と

BGO カロリメータでの全エネルギー E の相関を用いた ∆E − E 法で散乱陽子を識別する。

ここで、∆E は CFTでの 1層当りのエネルギー損失であり、各層でのエネルギー損失の和を

トラッキングに使用したレイヤー数で割ることで規格化している。なお、このエネルギー損失

は粒子が通過したファイバーの距離に比例するため、π− ビーム方向に平行に張られるΦ層で

は粒子の入射角度 θによってエネルギー損失が大きく変化する。そこで、Φ層でのエネルギー

損失についてはファイバーの通過距離による依存性をなくすために sin θ をかけることで補正

する。

ここで、KURAMAスペクトロメータに入射する粒子の飛跡を CATCHでも再構成する場

合がある。この場合、CATCH でとらえるべき反跳陽子又はハイペロンからの崩壊粒子では

ないので散乱事象の解析には用いない。図 3.5 に示すように、∆U に対する ∆V の相関が半

径 0.1の円内にあるとき、KURAMAスペクトロメータによる飛跡と CFTによる飛跡を同一

と見なす。ここで、∆U はそれぞれの飛跡の X方向の傾きの差、∆V はそれぞれの飛跡の Y

方向の傾きの差を示し、これらが 0 に近いほどそれぞれの飛跡の方向が一致していることを

表す。
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図 3.6: CFTでのエネルギー損失と BGOカロリメータでの全エネルギーの相関。黒線で示さ

れるカットラインによって陽子と π を識別する。

また、PiID カウンターは BGO カロリメータの外側に設置されているので、CFT でのト

ラッキングから推測される PiIDカウンターのセグメントに実際にヒットがあるかどうかで粒

子が BGOカロリメータを突き抜けたか判断できる。突き抜けていた場合、BGOカロリメー

タで全エネルギーを落とさなかったことになり、質量の軽い π− か高運動量で散乱した陽子で

あると考えられる。いずれにせよ BGOカウンターで全運動エネルギーを計測できていないた

め、識別したい散乱陽子とは異なる。よって、対応する PiIDカウンターにヒットが無いこと

を要求することでバックグラウンドを除去できる。

ここまでの要求を満たした事象の ∆E − E を図 3.6 に示す。PiID カウンターにヒットが

無いことを要求しても、BGOカロリメータを貫通した粒子が PiIDカウンターのアクセプタ

ンス外に飛ぶ場合があるので図 3.6 のように陽子以外の粒子も依然存在する。このとき、陽

子を他粒子と切り分けるために黒線で示されるようなカットラインを設定し、この内側を選

ぶことで陽子を識別することができる。このカットラインは各 BGOエネルギー E毎に CFT

でのエネルギー損失 ∆E のピーク値を見積り、それぞれのピークの ±2.5σ のデータ点を関数

p0/(BGOenergy+ p1)
2 + p2 でフィッティングすることで求めた。ここで、p0, p1, p2 はパラ

メータである。
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図 3.7: np散乱事象の模式図

3.2 ∆E 法

ここでは∆E 法を用いた散乱事象の同定について述べる。∆E 法とは、BGOカロリメータ

によって実測された陽子の全エネルギー Emeasure と仮定した反応の運動学から計算される陽

子の全エネルギー Ecalc の差 ∆E を評価することで散乱事象を同定する手法である。このと

き実際に仮定した反応が起こっていれば ∆E = 0になるはずである。

∆E = Emeasure − Ecalc (3.1)

ここで、運動学によるエネルギーの計算方法については付録 Aに掲載するため、ここでは

省略する。また、Σ− ビーム量は Σ− 生成点が標的内にあるような事象に対して求めるので、

各 ∆E 分布にも同様の要求をしている。

3.2.1 バックグラウンド事象の同定

Σ− の寿命は短いため、大多数の生成 Σ− は散乱前に崩壊する。そのため、Σ− 崩壊で生じ

た中性子や π− と標的陽子の散乱事象の方が統計数が多く、同定も容易だと考えられる。ここ

では、バックグラウンド事象である np散乱や πp散乱を用いて同定手法の有効性を確認する。

■np → np弾性散乱

最初に np散乱事象について同定する。図 3.7の模式図に示されるように、π−p → K+Σ−

反応によって液体水素標的中で生成された Σ− が崩壊し (Σ− → π− + n)、崩壊先の中性子が
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図 3.8: np散乱の ∆E 分布

さらに標的陽子と散乱することで np散乱事象は生じる。

BGO カロリメータで実測した陽子の全エネルギー Emeasure から、np 散乱を仮定した

運動学から求めた陽子の全エネルギー Ecalc を差し引いた値 ∆Enp の分布を図 3.8 に示す。

∆Enp = 0付近にピークを持ち、このピークこそが np散乱事象である。np散乱事象の確認を

通じて ∆E 法を用いた同定手法の有効性を示すことができた。

■π−p → π−p弾性散乱

次に π−p 散乱事象について同定する。図 3.9 の模式図に示されるように、π−p → K+Σ−

反応によって液体水素標的中で生成された Σ− が崩壊し (Σ− → π− + n)、崩壊先の π− がさ

らに標的陽子と散乱することで π−p散乱事象は生じる。また、この反応では崩壊 π− の運動

量について BGO カロリメータで実測した陽子の全運動エネルギーから得られる pπ measore

と運動学によって計算される pπ calc を比較することで評価する。

このとき、始めから∆E 分布にピークを確認できた np散乱と異なり、π−p散乱では図 3.10

左に示すようにバックグラウンド事象に埋もれてはっきりとしたピークを確認できなかった。

そこで、S/N向上のために以下のカット条件をそれぞれ適用した。

A それぞれ vertexの最近接距離が近いこと

B 反応の順序が確からしいこと

C 予想される散乱点が標的内部であること

D np散乱など他の散乱事象を仮定した ∆E が 0付近でないこと

それぞれ詳しく説明する。まず、Aについてそれぞれの vertex (Σ− 崩壊点と π−p散乱点)は
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図 3.9: π−p散乱の模式図

二粒子の運動量ベクトルに対する最近接点から求めており、仮定した運動学が正しければその

最近接距離は短くなるはずである。反対に仮定が正しくない場合には、無関係な粒子同士に対

して vertexを求めようとするため最近接距離が長くなり、このような事象を除去することで

バックグラウンドが減少する。次に、Bについて π−p散乱は Σ− 生成→ Σ− 崩壊→ π−p散

乱という順番で生じ、それぞれの vertexの z位置は早く生じた反応ほど上流に位置するはず

である。したがって、各 vertexの z位置の情報から反応の順序が適さないと思われる事象を

除去することでバックグラウンドが減少する。次に、Cについて π−p散乱は必ず標的内で生

じているので解析から予想される散乱点が標的内部であることを要求することでバックグラウ

ンドが除去できる。また、Dについて np散乱など他の散乱事象を仮定した∆E が 0付近であ

るとき、仮定した散乱事象が生じている可能性が高い。そのような事象を除去することでバッ

クグラウンドが減少する。

これらのカットを加えた上で得られる pπ measore と pπ calc の差 ∆pπp の分布を図 3.10 右

に示す。カット条件を加える前と比較して∆pπp = 0付近にはっきりとしたピークを確認でき

る。π−p散乱事象を通じて、vertex情報や他の散乱事象の ∆E を利用したカット条件が S/N

向上に対して有効であることを示せた。

3.2.2 Σ−p散乱事象同定

np散乱や πp散乱の同定を通じて ∆E 法やカット条件の有効性が確認できたので、Σ−p散

乱事象 (Σ−p → Λn非弾性散乱及び Σ−p → Σ−p弾性散乱)についても同様の手法を用いて同

定を行う。

カットを加える際に本物の散乱事象まで除去してしまわないようにここでは Geant4シミュ
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図 3.10: π−p散乱の∆p分布。それぞれカット条件を加える前を左、後を右に示している。

図 3.11: Σ−p → Λn反応事象の模式図

レーションと比較しながらカット範囲を決定する。ここで、Geant4シミュレーションでは np

散乱や π−p散乱については過去実験や理論計算をもとに決定した断面積を使用し、Σ−p弾性

散乱や Σ− → Λn反応、Σ− → Σ0n反応については全運動量領域で断面積を 30 mbかつ散乱

角度が重心系に等方であると仮定している。できる限り条件を揃えるために、実験データから

予想される vertex 分解能及び CFT や BGO カロリメータのエネルギー分解能を Geant4 シ

ミュレーションに組み込んでいる。

■Σ−p → Λn非弾性散乱

始めに Σ−p → Λn 反応事象について同定する。図 3.11 の模式図に示されるように、

π−p → K+Σ− 反応によって液体水素標的中で生成された Σ− がさらに標的陽子と反応を起
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図 3.12: vertex情報を用いた Σ−p → Λn反応事象のカット条件。それぞれ最近接距離に対す

るカット条件 (a)、反応の順序に対するカット条件 (b)である。左が実験データから得られた

分布、右が Geant4シミュレーションによって実際に反応が生じているときの分布を再現した

ものであり、選択したカット範囲を橙で示す。

こすことで Σ−p → Λn反応は生じる。また、この反応では Λの運動量について BGOカロリ

メータで実測した陽子の全運動エネルギーから得られる pΛ measore と運動学によって計算さ

れる pΛ calc を比較することで評価する。ここで、適用させたカット条件は π−p散乱のときと

同様である。

始めに vertex情報を用いたカット条件に対するカット範囲を図 3.12に示す。実験データか

ら得られる各カット条件に対する分布が図 3.12左であり、実際に反応が生じているときの同

分布を Geant4シミュレーションによって見積もったのが図 3.12右である。図 3.12右から本

物の散乱事象を除去しない範囲を考慮しつつ、図 3.12左からなるべく多くのバックグラウン

ドを除去できるように決定したカット範囲を橙で示した。(a)は vertexの最近接距離に対する

カット条件であり、Λ崩壊点の最近接距離及び散乱点の最近接距離の相関からカット範囲を決

定している。KURAMA スペクトロメータの vertex 分解能、特に z 位置分解能が悪いため、

Σ− 生成点の情報を用いて導出される散乱点は CATCH検出器群のみで導出される Λ崩壊点

に比べて最近接距離が持つ広がりが大きい。(b)は反応の順序に対するカット条件であり、Λ
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図 3.13: 他の散乱事象の ∆E を用いた Σ−p → Λn反応事象のカット条件。それぞれ np散乱

(a)と π−p散乱 (b)を仮定した分布である。左が実験データから得られた分布、右が Geant4

シミュレーションによって実際に反応が生じているときの分布を再現したものであり、選択し

たカット範囲を橙で示す。

崩壊点と散乱点の z位置の差及び散乱点と Σ− 生成点の z位置の差の相関からカット範囲を決

定している。反応の順序を考慮すればどちらも正の値をとるのが確からしいが、前述したよう

に KURAMAスペクトロメータの vertex分解能が悪いために散乱点が Σ− 生成点よりも上流

に見積もられている事象が多く存在する。一方で、Λ崩壊点は散乱点の下流と正しく見積もら

れる事象がほとんどである。

次に他の散乱事象の ∆E を利用したカット条件を図 3.13に示す。先程同様、左が実験デー

タ、右が Geant4シミュレーションによる分布であり、シミュレーションは全体の分布に対す

る本物の分布を斜線で重ねた。それぞれ (a)は np散乱、(b)は π−p散乱を仮定しており、決

定したカット範囲を橙で示した。

それぞれのカット条件に対してどの程度本物の散乱事象を除去してしまうかを Geant4 シ

ミュレーションで見積もり、それぞれのカット効率を表 3.1にまとめた。各カット条件が完全

に独立に作用するわけではないので、各カット効率の積が全体のカット効率になるわけではな
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表 3.1: Σ−p → Λn反応事象の各カット効率

カット条件 カット効率

最近接距離によるカット 95.9%

反応の順序によるカット 96.5%

散乱点によるカット 98.8%

np散乱を仮定した ∆E によるカット 93.1%

π−p散乱を仮定した ∆pによるカット 83.9%

All 73.2%

図 3.14: Σ−p → Λn反応の∆p分布。ピークとバックグラウンドをそれぞれガウス関数 (緑実

線)と指数関数 (紫破線)でフィッティングした結果を重ねてある。

いことに注意されたい。他の散乱事象の ∆E を利用したカット条件では実際の Σ−p → Λn反

応事象も一定数カット範囲に存在するため、カット効率は低い傾向にある。特に π−p散乱は

カット効率が芳しくないが、Σ−p → Λn反応事象における Λ崩壊点と π−p散乱事象における

散乱点は vertex情報を用いるため、vertex情報を用いたカット条件では π−p散乱事象も強調

されやすい。したがって、S/N向上には π−p散乱事象のカット条件は有効である。このよう

に S/Nの向上のために多くのカット条件を加えるか、本物の散乱事象を残すことを優先して

最小限のカット条件に留めるかは、微分断面積の導出の際に統計誤差及びカット効率の見積も

り誤差とバックグラウンドによる誤差のどちらの影響がより大きいかを考察し、慎重に議論す

る必要がある。

これらのカットを加えた上で得られる pΛ measore と pΛ calc の差 ∆pLambdan の分布を図

3.14 に示す。バックグラウンドを指数関数 (紫破線) で仮定し、∆pLambdan = 0 付近のピー
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図 3.15: Σ−p弾性散乱事象の模式図

クをガウス関数 (緑実線)でフィッティングした結果を重ねてある。フィッティング結果から

1168±50程度の Σ−p → Λn反応事象が見積もられた。

■Σ−p → Σ−p弾性散乱

最後に Σ−p弾性散乱事象を同定する。図 3.15の模式図に示されるように、π−p → K+Σ−

反応によって液体水素標的中で生成された Σ− がさらに標的陽子と散乱することで Σ−p弾性

散乱事象は生じる。このとき、さらに散乱 Σ− が崩壊して生じる π− を CATCHで要求する

ことで S/Nが向上する。Σ− は寿命が非常に短く、長距離飛行することは稀なため、これまで

のカット条件に加えて各 vertex間の距離がある程度短いことを要求している。Σ−p弾性散乱

では Σ−p → Λn反応に比べて ∆E 分布のピーク付近に多くのバックグラウンドが存在するた

め、厳しめにカット範囲を設定した。

始めに vertex情報を用いたカット条件に対するカット範囲を図 3.16に示す。実験データか

ら得られる各カット条件に対する分布が図 3.16左であり、実際に反応が生じているときの同

分布を Geant4シミュレーションによって見積もったのが図 3.16右である。決定したカット

範囲を橙で示した。(a)は vertexの最近接距離に対するカット条件であり、Σ− 崩壊点の最近

接距離及び散乱点の最近接距離の相関からカット範囲を決定している。(b)は反応の順序に対

するカット条件であり、Σ− 崩壊点と散乱点の z位置の差及び散乱点と Σ− 生成点の z位置の

差の相関からカット範囲を決定している。(c)は vertex間の距離に対するカット条件であり、

Σ− 崩壊点と散乱点の距離及び散乱点と Σ− 生成点の距離の相関からカット範囲を決定して

いる。vertex 分解能の影響で Σ− の平均飛距離 2.4 cm よりもかなり分布が広がりを持って

いる。
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図 3.16: vertex情報を用いた Σ−p弾性散乱事象のカット条件。それぞれ最近接距離に対する

カット条件 (a)、反応の順序に対するカット条件 (b)、Σ− の飛距離に対するカット条件 (c)で

ある。左が実験データから得られた分布、右が Geant4シミュレーションによって実際に反応

が生じているときの分布を再現したものであり、選択したカット範囲を橙で示す。
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図 3.17: 他の散乱事象の ∆E を用いた Σ−p 弾性散乱事象のカット条件。それぞれ np 散乱

(a)と Σ−p → Λn反応 (b)を仮定した分布である。左が実験データから得られた分布、右が

Geant4 シミュレーションによって実際に反応が生じているときの分布を再現したものであ

り、選択したカット範囲を橙で示す。

次に他の散乱事象の ∆E を利用したカット条件を図 3.17に示す。これまで同様、左が実験

データ、右が Geant4シミュレーションによる分布であり、シミュレーションは全体の分布に

対する本物の分布を斜線で重ねた。それぞれ (a)は np散乱、(b)は Σ−p → Λn反応を仮定し

ており、決定したカット範囲を橙で示した。なお、π−p散乱に対しては ∆E 分布のピーク付

近に本物の Σ− も多く存在するため、カット条件には用いなかった。

Σ−p → Λn反応のときと同様にそれぞれのカット効率を表 3.2にまとめた。カット範囲を

厳しめに設定したため、Σ−p → Λn反応のときと比較してカット効率は低くなっていること

が分かる。

これらのカット条件を加えた上で得られる BGO カロリメータで実測した陽子の全エネル

ギー Emeasure から Ecalc を差し引いた値 ∆EΣp の分布を図 3.18に示す。バックグラウンド

を一次関数 (紫破線)で仮定し、∆EΣp = 0付近のピークをガウス関数 (緑実線)でフィッティ

ングした結果を重ねてある。フィッティング結果から 2131 ± 115 イベント程度の Σ−p 弾性

散乱事象が見積もられた。現時点では目標統計数である 10000イベントには届いていないが、
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表 3.2: Σ−p弾性事象の各カット効率

カット条件 カット効率

最近接距離によるカット 92.9%

反応の順序によるカット 84.7%

Σ− の飛距離によるカット 84.7%

散乱点によるカット 99.0%

np散乱を仮定した ∆E によるカット 79.8%

π−p散乱を仮定した ∆pによるカット 91.4%

All 51.9%

図 3.18: Σ−p 弾性散乱の ∆p 分布。ピークとバックグラウンドをそれぞれガウス関数 (緑実

線)と一次関数 (紫破線)でフィッティングした結果を重ねてある。

この運動量領域における過去実験 [10]での統計数は 30イベント程度であり、これまでと比較

して圧倒的な統計数を得られている。
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この章では Σ−p 散乱事象の微分断面積導出に必要な Σ− の液体水素標的中での総飛距離

(TotalLength) を見積る。一般的な場合、この値はビーム量と標的の厚さの積から得られる

が、Σ− ビームは標的中で崩壊するのでビームの総飛距離を求めるには生成された各 Σ− 粒子

に対して標的中を走った距離を評価し、それらの総和を計算する必要がある。TotalLengthの

精度はこの総和をどれだけ過不足なく求められるかによって決定される。

4.1 導出手法

本実験では Σ粒子の崩壊点は計測していないため、TotalLengthの導出にはモンテカルロ

法を用いる。図 4.1に生成Σ− の標的中での飛距離を求める手順を示す。まず、実験データの

情報を用いて Σ− を生成点から運動量ベクトルに沿って進ませる。このとき、ある微小距離

dx進むごとに標的中でのエネルギー損失を与え、Σ− が標的内で静止又は崩壊していないか、

標的外に出ていないかを確認する。崩壊事象の試行は式 (4.1)に示す崩壊確率 P に従う。

P = 1− exp

(
−

M

pcτ
dx

)
(4.1)

ここで、M , p, τ はそれぞれ Σ− の静止質量、運動量、平均寿命を表し、cτ = 44.34 mmであ

る。Σ− の飛行は標的内で静止又は崩壊するか、標的外に飛び出すまで繰り返し行い、終了ま

でに要したループ回数と dxの積が生成 Σ− の標的中での飛距離に対応する。このプロセスを

全ての生成 Σ− に対して実行し、各飛距離の総和をとることで TotalLengthを導出する。

上記の手法を用いて導出した生成 Σ− の標的中での飛距離分布を図 4.2に示す。このとき、

dxは cτ よりも十分小さい 0.1 mmとした。黒線が全ての Σ− の飛距離を示しており、赤線、

青線、緑線はそれぞれ 0.45-0.55、0.55-0.65、0.65-0.85 GeV/cの運動量領域の Σ− の飛距離を

示している。崩壊確率に従って長い距離を飛ぶ Σ− の数が指数関数的に減少しているのが確認

できる。この飛距離の総和から TotalLengthが得られるが、偶然誤差の影響を抑えるために同

じ手順で値を 10回求めた平均を最確値として採用する。全体の TotalLengthは 19.26 × 107

cmと見積もられ、各運動量領域に分けた TotalLengthはそれぞれ 9.05× 107 cm (0.45-0.55

GeV/c)、6.05× 107 cm (0.55-0.65 GeV/c)、4.16× 107 cm (0.65-0.85 GeV/c)となった。ま
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図 4.1: 生成 Σ− の標的中での飛距離を求めるためのフローチャート

た、偶然誤差を式 (4.2)で定義される不偏標準偏差によって評価した。

σ =

√
n− 1

2

Γ
(
n−1
2

)
Γ
(
n
2

)
√√√√ 1

n− 1

n∑
i=1

(xi − x) (4.2)

ここで、Γ(z)はガンマ関数を表す。どの運動量領域においても見積もられた偶然誤差は 0.1%

以内に収まっており、この実験で得られた Σ− ビーム量において導出手法による TotalLength

の値の不確定性は無視できる程小さいことが分かった。TotalLengthの値とその偶然誤差は総

合評価の節の表 4.1にまとめた。

4.2 系統誤差

TotalLengthは実測値によって求めているわけではないため、この手法がもたらす系統誤差

について慎重に評価する必要がある。前節で述べたように TotalLengthは Σ− の生成点と運

動量ベクトルから導出している。したがって、考えられる系統誤差としてスペクトロメータの

vertex 分解能による影響と Σ− ビーム運動量の系統誤差による影響が挙げられる。また、そ

もそも生成 Σ− を誤識別していると TotalLenghの過大評価に繋がる。これらの影響が及ぼす

TotalLengthの系統誤差をそれぞれ評価する。



54 第 4章 TotalLength

図 4.2: 生成 Σ− の標的中での飛距離。それぞれ全 Σ−(黒)と 0.45-0.55 GeV/c(赤)、0.55-0.65

GeV/c(青)、0.65-0.85 GeV/c(緑)の運動量領域の Σ− の飛距離を示す。

4.2.1 Σ− 生成事象の誤識別による影響

Σ− 生成事象の誤識別は本来よりも多くの生成 Σ− を見積もることになり、TotalLengthを

過大評価する。この誤識別の要因としては質量分布から散乱 K+ を選択する際のアクシデン

タルバックグラウンドや、Missing Mass分布から Σ− を選択する際の π−p → K+π−Λ反応

によるバックグラウンドが考えられる。二章でも触れた通り、誤識別の割合を正しく見積れる

のであればその分の Σ− 生成事象を割り引いて考えることで TotalLengthの過大評価に対処

できる。したがって、ここで議論すべきは上記のバックグラウウンドを見積もる精度であり、

見積もりの誤差が TotalLengthの系統誤差に影響しうる。

始めにバックグラウンドの見積りを行う。まず、アクシデンタルバックグラウンドについて

は質量二乗分布のサイドバンド (0.10-0.15 GeV2/c4 及び 0.35-0.50GeV2/c4)に対して組まれ

た Missing Mass を散乱 K+ 識別時のバックグラウンド数で規格化することで推定した。図

4.3に赤線で示されるのが対応したヒストグラムであり、アクシデンタルバックグラウンドに

よって生じる左側のテールをよく再現できている。なお、TotalLengthは Σ− 生成点が標的内

の事象に対して求めるので、ここでのMissing Mass分布も同じ要求をしている。peak±3σに

存在するバックグラウンドの割合を計算し、アクシデンタルバックグラウンドの割合は 7.23%

と求まった。次に π−p → K+π−Λ反応によるバックグラウンドについて geant4シミュレー

ションによって推定する。geant4シミュレーションで π−pからのK+Σ− とK+π−Λのおお

よその断面積比 4:1[17]でそれぞれのイベントを生成し、実験データと同様のトリガー条件、解

析条件を満たしたMissing Mass分布が図 4.4になる。赤線で示されるのが π−p → K+π−Λ
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図 4.3: アクシデンタルバックグラウンドの見積り。実験データを用いて青線は散乱

K+(0.15 < Mass Squere [GeV2/c4] < 0.35) に対して、赤線は散乱 K+ のサイドバンド

(0.10 < Mass Squere [GeV2/c4] < 0.15 及び 0.35 < Mass Squere [GeV2/c4] < 0.50) に対

して Missing Mass を組んだ。後者は散乱 K+ 識別時のバックグラウンド数で規格化してお

り、これはアクシデンタルバックグラウンドの分布を再現すると思われる。橙線は peak±3σ

に対応し、このゲート内のアクシデンタルバックグラウンドの割合は 7.23%と見積もられた。

図 4.4: K+π−Λ 反応によるバックグラウンドの見積り。Geant4 シミュレーションを用いて

π−pからのK+Σ− とK+π−Λのおおよその断面積比 4:1[17]でそれぞれのイベントを生成し

たものが青線であり、赤線はK+π−Λ反応のイベントのみを抽出している。橙線は peak±3σ

に対応し、このゲート内のK+π−Λ反応のバックグラウンドの割合は 0.28%と見積もられた。
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図 4.5: 最適なバックグラウンドと見積もりの差異。Σ− の Missing Mass 分布における左側

のテールを最もよく再現する規格化定数を reduced χ2 によって評価している。このとき、

reduced χ2 の値から導かれる最適なバックグラウンドの割合を橙線で示し、K+ 識別におけ

るバックグラウンドの数で規格化した場合を赤線で示している。

反応によるバックグラウンドである。このとき、ピークの幅が実験データに一致するように運

動量分解能を調整し、アクシデンタルバックグラウンドも実験データから組み込んである。散

乱 K+ がフレーム等に衝突したことによるエネルギー損失をシュミレーションで完全には再

現できていないため、右側のテールが実際のものと多少異なるが、ここで考えるバックグラウ

ンドの計算に影響はないと思われる。先程と同様に peak±3σ に存在するバックグラウンドの

割合を計算し、π−p → K+π−Λ反応によるバックグラウンドは 0.28%程度と求まった。アク

シデンタルバックグラウンドで誤識別していない割合 (92.77%)と π−p → K+π−Λ反応によ

るバックグラウンドで誤識別していない割合 (99.72%)の積から真の Σ− 生成事象は 92.51%

と考えられ、総合的な誤識別率は 7.49%程度と見積もられる。

次にこのバックグラウンドの見積もり精度を議論する。上記から支配的なバックグラウン

ドはアクシデンタルバックグラウンドであると判明したため、この精度を考える。前述のよ

うに、アクシデンタルバックグラウンドは質量二乗分布のサイドバンドに対して組まれた

Missing Massを K+ 識別におけるバックグラウンドの数で規格化することで推定している。

このとき、アクシデンタルバックグラウンドによって生じる左側のテールを最もよく再現する

ように規格化した場合との差異を Σ− 生成事象の誤識別に起因する系統誤差として計上する。

規格化定数を推移させたときの reduced χ2 とそのときのアクシデンタルバックグラウンドの

割合を図 4.5に示す。先程求めたバックグラウンドの割合 (赤線)と reduced χ2 が最小になる

ときのバックグラウンドの割合 (橙線)との差異は −0.44%となり、この値を誤識別率に対す

る精度とする。
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図 4.6: π−p弾性散乱のイベント。KURAMAスペクトロメータでの運動量と角度の関係から

弾性散乱の π− を要求し、反対側の反跳陽子を CATCH検出器群で計測する。このとき、陽子

の運動量を BGOカロリメータによる実測とスペクトロメータで得られる散乱角度の二通りか

ら導出できる。後者の散乱角度を用いた運動学で導出する手法は生成 Σ− の運動量と同様の手

法である。

総合的な誤識別率 (7.49%)を差し引いた TotalLengthの値を表 4.1の括弧内に記した。ま

た、この誤識別率の見積りに対する系統誤差 (−0.44%)も併せて記した。各運動量領域でも全

体の見積りで得られた値を共通に用いている。

4.2.2 Σ− ビーム運動量の系統誤差による影響

Σ− ビーム運動量に系統誤差がある場合、その値を用いて導出される TotalLengthにも系統

誤差が生じる。ここでは、まず Σ− ビーム運動量の系統誤差を見積り、その後、その誤差が及

ぼす TotalLengthへの影響を議論する。

Σ− ビーム運動量の系統誤差を見積るために図 4.6に示すような CATCH検出器群で陽子、

KURAMAスペクトロメータで π− を測定できた π−p弾性散乱のイベントに注目する。この

とき、スペクトロメータの情報から π−p弾性散乱を仮定することで得られる陽子の運動量と

BGOカロリメータで実測した陽子の運動量を比較する。前者は Σ− ビーム運動量と同様の導

出手法で求めているので、エネルギー較正によって誤差が限定的な BGOカロリメータの実測

運動量との相違は Σ− ビーム運動量の系統誤差に帰着できると考えられる。これらの二通りの

運動量の相関を図 4.7に示す。しかしながら、二つの運動量の差から直接 Σ− ビームの運動量

の系統誤差を見積もってしまうと π−p → K+Σ− 反応と π−p弾性散乱の運動学の違いを考慮

できていない。そのため、まず陽子の運動量の差異を再現するような散乱 π− の角度の系統的

な差異を角度ごとに見積もった (図 4.8)。その上で、その角度の差異が及ぼす π−p → K+Σ−

反応での Σ− ビーム運動量への影響が系統誤差になる。ここで、図 4.8 から Σ− のビーム運
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図 4.7: π−p弾性散乱における散乱陽子の実測運動量と π− の散乱角度から計算される運動量

の比較。横軸が前者に対応しており、スペクトロメータの角度情報と運動学から運動量を求め

ている。後者は縦軸に対応しており、BGOカロリメータによって直接運動量を計測している。

アイガイドとして両者が一致するときの関係を青線で示しており、両者がよく一致しているの

が確認できる。

図 4.8: 運動量の差異を再現する散乱角度の差異。π−p弾性散乱における π− の散乱角度ごと

に陽子の運動量の差異を再現するような散乱角度の系統的な差異を見積もった。
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図 4.9: 散乱角度の差異が及ぼす Σ− ビーム運動量の系統誤差。K+ の散乱角度ごとに見

積もっており、Σ− の運動量領域が 0.45-0.55 GeV/c のときの K+ の散乱角度領域での角

度の差異 (−0.67◦) が及ぼす Σ− ビーム運動量の系統誤差を黒線、0.55-0.65 GeV/c の場合

(0.16◦)を灰線で示した。各 Σ− ビーム運動量領域に対応する散乱角度を橙線で区切ってあり、

0.45-0.55、0.55-0.65、0.65-0.85 GeV/c の運動量領域における Σ− ビーム運動量の系統誤差

をそれぞれ赤線、青線、緑線で記すように決定した。

動量が 0.45-0.55 GeV/cのときの K+ の散乱角度領域での角度の差異は −0.67◦ 程度であり、

0.55-0.65 GeV/cのときは 0.16◦ 程度と見積もられた。前者の角度の差異を見込んで Σ− ビー

ム運動量の系統誤差を散乱角度ごとに見積もったのが図 4.9 の黒線になり、後者の角度の差

異を見込んだ場合を灰線で示した。各 Σ− ビーム運動量領域に対応する散乱角度を橙線で区

切ってあり、0.45-0.55 GeV/cの範囲の黒線の上限値をこの運動量領域における Σ− ビーム運

動量の系統誤差として赤線で記した。同様に 0.55-0.65 GeV/c の範囲の灰線の上限値をこの

運動量領域の系統誤差として青線で記した。Σ− ビームの運動量が 0.65-0.85 GeV/c になる

ような K+ の散乱角度は散乱 π− ではアクセプタンス外なため、角度の差異は見積れなかっ

た。しかしながら、図 4.8から散乱角度が大きいときは角度の差異が小さい傾向が確認され、

図 4.9 から散乱角度が 20◦ 以上の領域では運動学的に Σ− ビームの運動量の差異が収束して

いる。そのため、上限を系統誤差として議論するうえでは 0.55-0.65 GeV/cのときの K+ の
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図 4.10: Σ− 運動量の系統誤差がもたらす TotalLengthへの影響。それぞれ全ての Σ−(黒)と

0.45-0.55(赤)、0.55-0.65(青)、0.65-0.85(緑) GeV/cの運動量領域の Σ− に対する影響を示し

ており、通常通り導出した TotalLengthを 100%としている。各線は実験データの Σ− 運動

量に異なる系統誤差を 10点与えて得られる TotalLengthの変化を一次関数でフィッティング

することで求めた。

散乱角度に対応する角度の差異から見積もられた灰線を用いて問題ないと思われる。したがっ

て、0.65-0.85 GeV/c の範囲の灰線の上限値をこの運動量領域の系統誤差として緑線で記し

た。結果として、0.45-0.55 GeV/cの運動量領域で +7.8 MeV/c程度、0.55-0.65 GeV/cの運

動量領域で −2.4 MeV/c 程度、0.65-0.85 の運動量領域で −2.5 MeV/c 程度の Σ− ビーム運

動量の系統的な差異が見積もられた。

次に上記の Σ− ビーム運動量の系統誤差がもたらす TotalLengthへの影響を考える。その

ために実験データを用いてモンテカルロシミュレーションを行った。すなわち、実験データ

から得られる運動量に意図的に系統誤差を与えて得られる TotalLengthと通常の Totallength

を比較する。図 4.10 に与える系統誤差を推移させたときの TotalLength の変化を示す。黒

線が全ての Σ− での変化を示しており、赤線、青線、緑線はそれぞれ 0.45-0.55、0.55-0.65、

0.65-0.85 GeV/cの運動量領域の Σ− での変化を示している。先程の議論で求めた各運動量領

域の Σ− ビーム運動量の系統誤差をこの図と対応させること得られる最終的な TotalLength

の系統誤差はそれぞれ +1.32% (0.45-0.55 GeV/c)、−0.26% (0.55-0.65 GeV/c)、−0.24%

(0.65-0.85 GeV/c) となった。全体の TotalLength の系統誤差は最も Σ− ビーム運動量の系

統誤差が大きい 0.45-0.55 GeV/cの領域での値から対応づけて +1.05%と評価した。各値は

総合評価の節の表 4.1にも記載した。
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図 4.11: 原子核由来の散乱イベント。CATCH 検出器群で陽子と π、KURAMA スペクトロ

メータで陽子を測定できたイベントを選択することで原子核で陽子を二つ弾いた事象が強調さ

れる。

4.2.3 vertex分解能による影響

スペクトロメータによって得られる Σ− 生成点には、vertex分解能によって本来の生成点か

らのズレが生じうる。ここでは、まず実験データからスペクトロメータの vertex分解能を見

積り、その後、その分解能が及ぼす TotalLengthへの影響を議論する。

vertex分解能を見積もるために始めに図 4.11に示すような CATCH検出器群で陽子と π、

KURAMA スペクトロメータで陽子を測定できたイベントに注目する。このようなイベント

を選択することで、π− ビームが標的の縁 (厚さ 0.25 mm)や真空容器の縁 (厚さ 1.0 mm)の

原子核で陽子を二つ弾いた事象が強調される。標的の縁の厚さは vertex分解能よりも十分に

小さいため、このピークの広がりを CATCH検出器群の vertex分解能と考えて差し支えない。

図 4.12に示すように σCATCH z = 1.82 mm、σCATCH x = 1.69 mmと求まり、σCATCH y

については CATCH検出器群の XY対称性から σCATCH x と同程度であると見積もられる。

続いて、図 4.13に示すような CATCH検出器群で πを二つ、KURAMAスペクトロメータで

陽子又は π を測定できた π−p → π−π−π+pのイベントに注目する。このようなイベントでは

スペクトロメータで得られる vertex と CATCH 検出器群で得られる vertex が一致する。そ

のため、両 vertexの差が持つ広がり σdiff は誤差の伝播法則より以下の関係にある。

σdiff =
√

σ2
CATCH + σ2

KURAMA (4.3)

ここで、σCATCH は CATCH 検出器群の vertex分解能、σKURAMA はスペクトロメータの

vertex分解能である。CATCH検出器群の vertex分解能は上記より既に見積もられているの

で、この関係式を用いることで、σdiff の値からスペクトロメータの vertex分解能を導出でき
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図 4.12: CATCH 検出器群の vertex 分解能の見積り。CATCH 検出器群の vertex の x 位置

(左)と z位置 (右)をそれぞれ示している。原子核由来の散乱が強調されるように粒子を選択

しているため、x=17 mm付近や z=160 mm付近に標的の縁、x=37 mm付近や z=230 mm

付近に真空容器の縁によるピークが確認できる。このピークの広がりは CATCH検出器郡の

vertex分解能とほとんど一致すると考えられる。

図 4.13: π−p → π−π−π+pイベント。CATCH検出器群で πを二つ、KURAMAスペクトロ

メータで陽子又は π を測定できたイベントを選択する。このような事象ではスペクトロメー

タと CATCH 検出器群の vertex が一致するため、両者の vertex の差が持つ広がりからスペ

クトロメータの vertex分解能を求められる。

る。このとき、スペクトロメータの vertex分解能には散乱粒子の飛行方向に対する相関があ

るため、ビーム軸に対する水平方向の傾き (u：図 4.14左)と垂直方向の傾き (v：図 4.14右)

で各十等分した 10× 10 = 100個の領域に対して分解能を求めた。スペクトロメータの x, y, z

それぞれの vertex分解能を図 4.15に示す。横軸は垂直方向の傾きに対応しており、各線ごと

に水平方向の傾きが異なっている。図に示されるように z位置に対する分解能は芳しくなく、

特に z位置を決定しづらい x方向の角度が小さい散乱粒子に対しては顕著である。
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図 4.14: 散乱粒子の uv分布。左がビーム軸方向に対する水平方向の分布 (u)、右がビーム軸

方向に対する垂直方向の分布を示している。u分布は KURAMAスペクトロメータのアクセ

プタンスのために正の値に集中しており、v分布はビーム通過領域で検出器を OFFにしてい

る影響で 0付近に谷を作っている。

図 4.15: スペクトロメータの vertex分解能の見積り。それぞれ x位置に対する分解能 (a)、y

位置に対する分解能 (b)、z位置に対する分解能 (c)を示す。横軸が vに対する変化を表し、各

線が uに対する変化を表している。対応する uの領域は右下に示す通りである。
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図 4.16: 真の vertexと見かけの vertex。左側は Geant4シミュレーションから得られる真の

vertexを示しており、右側はその位置をスペクトロメータの分解能に応じて変化させることで

実験データで得られる見かけの vertexを再現している。上段が XY平面の vertex分布、下段

が z位置の vertex分布を示している。

次にこのスペクトロメータの分解能が及ぼす TotalLength への影響を Geant4 シミュレー

ションを用いて見積る。具体的には以下の手順に従う。

1. Geant4シミュレーションで散乱が生じた真の vertexの情報を得る

2. 1で得た vertexを乱数を用いてスペクトロメータの vertex分解能に応じて変化させる

(図 4.16参照)

3. 2で変化させた vertexを用いて TotalLengthを導出する

4. 3 で得られた TotalLength と Geant4 シミュレーションが示す真の TotalLength を比

較する

このとき、シミュレーションでも解析上で散乱 K+ が測定できたことは要求し、変化させた

vertex が標的外になったイベントはどちらの TotalLength にも加算していない。また、シ
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図 4.17: π− ビームのプロファイル。下流のバイアスがかかるのを避けるため、ビームのみの

トリガーで取得したデータを使用している。赤円の内部が標的に対応する。

ミュレーションでの散乱位置は実際のビーム情報を用いて実験データに即するように決定し

た。実際のビームの広がりは図 4.17に示すように x方向に広がった楕円形になっている。こ

のように vertex分解能以外の条件は揃えたうえで生じた両者の TotalLengthの差は全体とし

て −1.02%となり、この値を系統誤差とした。本来の散乱位置よりも vertex分解能によって

標的の端に近づくため真の値よりも減少する結果になったと考えられる。同様の評価を Σ−

ビームの各運動量領域毎に行い、それぞれ −0.83% (0.45-0.55 GeV/c)、−1.01% (0.55-0.65

GeV/c)、−1.60% (0.65-0.85 GeV/c)となった。各値は総合評価の節の表 4.1にも記載した。

4.3 総合評価

TotalLengthの値とその統計誤差及び系統誤差、さらにこれらの誤差から得られる総合誤差

を表 4.1に記した。TotalLengthの欄で括弧内に記される値は生成 Σ− の誤識別の割合を差し

引いたものである。また、総合誤差は二乗和方式と絶対値和方式の二通りの合成方法が存在す

るが、今回得られた系統誤差は高運動量領域で正負に偏りがあるため、ここでは絶対値和方式

を採用した。全体的な総合誤差は 2.5%程度と見積もられ、目標とする微分断面積の統計誤差

10%に対して十分良い精度で TotalLengthの値を推定できていることが分かった。

最後に、本来であれば、Σ− ビームが標的中での陽子と反応する影響で TotalLengthを過大

評価する割合も系統誤差として考慮すべきではあったが、Σ−p散乱の断面積がそもそも確か

ではないのでここでは無視した。参考までに Σ−p散乱の全断面積が 30 mbであると仮定した

とき、系統誤差は +0.3%程度と見積もられ、大勢には影響しないと考えられる。
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表 4.1: TotalLengthとその誤差

All

TotalLength 19.26×106 (17.82×106) cm

偶然誤差 ±0.02 %

Σ− 生成事象の誤識別による影響 −0.44 %

系統誤差 Σ− ビーム運動量の系統誤差による影響 +1.05 %

vertex分解能による系統誤差 −1.02 %

総合誤差 ±2.53 %

0.45-0.55 GeV/c

TotalLength 9.05×106 (8.37×106) cm

偶然誤差 ±0.05 %

Σ− 生成事象の誤識別による影響 −0.44 %

系統誤差 Σ− ビーム運動量の系統誤差による影響 +1.32 %

vertex分解能による系統誤差 −0.83 %

総合誤差 ±2.64 %

0.55-0.65 GeV/c

TotalLength 6.05×106 (5.60×106) cm

偶然誤差 ±0.05 %

Σ− 生成事象の誤識別による影響 −0.44 %

系統誤差 Σ− ビーム運動量の系統誤差による影響 −0.26 %

vertex分解能による系統誤差 −1.01 %

総合誤差 ±1.76 %

0.65-0.85 GeV/c

TotalLength 4.16×106 (3.85×106) cm

偶然誤差 ±0.04 %

Σ− 生成事象の誤識別による影響 −0.44 %

系統誤差 Σ− ビーム運動量の系統誤差による影響 −0.24 %

vertex分解能による系統誤差 −1.60 %

総合誤差 ±2.32 %
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本実験において微分断面積は、ある領域 iにおける散乱事象の検出数Ni とその検出効率 ϵi、

そしてビームの標的中の総飛距離 Lbeam を用いて次のように定義される。

dσ

dΩ
= Σi

(
Ni

ϵi

)
·

1

Lbeam · ρLH2 · dΩ
(5.1)

散乱事象が生じていても、その事象の観測に必要な粒子が CATCH検出器群のアクセプタン

ス外であれば検出することはできないため、その事象に応じた検出効率 ϵi を用いて検出数 Ni

を重み付けしている。

前章で TotalLength を見積もれたので、後は検出効率と検出数が分かれば微分断面積の導

出が可能である。しかし、これらの測定に対する信頼性が保証される前に Σp散乱の微分断面

積を導出しても、その値が本当に正しいか判断できない。そこで、まず豊富な過去実験が存在

する NN 系において微分断面積を導出し、過去実験及びフェイズシフトから計算される理論

値との比較から導出手法の有効性を確認する。

5.1 pp散乱

標的に 0.6 GeV/cの陽子ビームを照射し、散乱陽子を CATCH検出器群で計測することで

pp弾性散乱の微分断面積を導出する。ここでは、検出効率は実験データから見積り、ビーム

量は一般的な実験と同様にスケーラーによって計測された値を用いる。そのため、検出効率や

ビーム量の見積もりの不確定性は小さく、過去実験との比較によって CATCH検出器群が微

分断面積の導出に対してどの程度の測定精度を持っているかを確認できる。

5.1.1 陽子ビーム量

陽子ビームの液体水素標的での総飛距離 Lp beam は次のように求める。

Lp beam = Np beam × ϵDAQ × ϵTracking × ϵTarget × laverage (5.2)

ここで、Np beam は陽子ビームが BH1 と BH2 のコインシデンスとしてスケーラーで計測さ

れた回数、ϵDAQ は DAQシステムにおけるデータの取得効率、ϵTracking は陽子ビームに対し

てのトラッキング効率、ϵTarget は陽子ビームが標的を通過する割合、laverage は標的を通過し

た陽子ビームの標的中の平均飛行距離を示している。Np beam と ϵDAQ はともにスケーラーの
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表 5.1: 陽子ビームに関する計測値

Np beam ϵDAQ ϵTracking ϵTarget laverage Lp beam

1,934,757,667/proton 91.0% 86.2% 42.1% 26.2 cm 1.67× 1010 cm

図 5.1: 陽子のMissing Mass。pp弾性散乱以外に対してMissing Massが組まれたり、BGO

カロリメータで全てのエネルギーを計測できていないイベントによってテールを引いている。

Missng Massが橙線内に入っているイベントを pp弾性散乱によるイベントと考える。

情報から取得する。ϵTracking はバイアスがかからないようにビームのみのトリガーで取得し

たイベントにおける一本以上の飛跡の再構成に成功したイベントの割合から求め、ϵTarget は

さらに得られた飛跡が標的を通過した割合から求める。また、laverage はそのビームトリガー

イベントにて得られたビームの飛跡情報から求めた各陽子の標的中の飛距離を平均化すること

で得られ、標的を最後まで突き抜けずに側面から飛び出す場合があるので laverage は標的の厚

さ 30 cmよりも短くなっている。それぞれの値を表 5.1にまとめた。

5.1.2 実験データを用いた検出効率の見積り

CATCH検出器群の検出効率 ϵCATCH を以下の式に基づいて実験データから見積る。

ϵCATCH(cos θCM, vertex z) = ϵCFT (cos θCM, vertex z)× ϵBGO(cos θCM, vertex z) (5.3)

ここで、ϵCFT は散乱陽子に対して CFTでの Trackingに成功する割合、ϵBGO はその上でさ

らに BGOカロリメータで正しくエネルギーを計測できた割合を示しており、それぞれ重心系

での散乱角度と散乱点の z位置ごとに見積る。

まず、ϵCFT の見積りを行う。始めに図 5.1に示すようにK1.8ビームラインスペクトロメー
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図 5.2: pp散乱の opening angle分布。90°付近にピークが確認でき、 pp弾性散乱が正しく

計測できている。

タで計測される陽子ビームの運動量ベクトルと CATCH検出器群で計測される散乱陽子の運

動量ベクトル (CFTによって方向ベクトル、BGOカロリメータによって運動量の絶対値を決

定している) から反跳陽子の Missing Mass を計算する。このとき、計測された陽子が pp 弾

性散乱によるものであり、BGOカロリメータで正しくエネルギーを計測できていれば計算さ

れたMissing Massは陽子の質量に等しくなる。このような陽子を測定したときに反対側の散

乱陽子、すなわち、二つの陽子の opening angleが 90°付近になるような陽子を CFTによっ

て Trackingできているか確認する。陽子のMissing Massが図 5.1の橙線内である各イベン

トに対してこの確認を行い、CFT の Tracking に成功した割合によって ϵCFT が見積もられ

る。散乱点の z 位置毎に見積もられた ϵCFT (cos θCM) を図 5.4 の黒線で示す。このとき、二

項分布から得られる誤差を付与している。cos θCM 分布の中央付近ではおよそ 90%程度で一

定の検出効率を示している。cos θCM < −0.4に対応する領域では散乱陽子の運動量が小さい

ために標的中や CFTのファイバー中で静止してしまって正しく Trackingできないイベント

が生じ、検出効率が低下している。また、cos θCM が大きい領域では散乱陽子が前方に散乱す

るため、CFTを有感領域を通過しないイベントが多くなり、検出効率が低下している。特に

散乱点が下流にいくほどその影響は顕著に現れている。

次に ϵBGO の見積りを行う。始めに opening angleが 90°付近になるような二つの陽子が

検出されたイベントを選択する。これは pp弾性散乱による二つの散乱陽子を CFTによって

Trackingできたイベントに対応している。このようなイベントに対して、正しく BGOカロ

リメータでエネルギーを実測できているかどうかを自分自身の散乱角度から計算されるエネル

ギーと比較することで評価する。前者から後者を差し引いた両エネルギーの差 ∆Epp を図 5.3

に示す。赤線内を正しく BGOカロリメータでエネルギーを計測できたイベントと判断し、そ
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図 5.3: pp散乱における ∆E 分布。BGOカロリメータで計測された実測エネルギーと散乱角

度によって計算されるエネルギーとの差で求まる。橙線内を正しく BGOカロリメータでエネ

ルギーを計測できたイベントと判断する。

の割合から ϵBGO が見積られる。散乱点の z 位置毎に見積もられた ϵBGO(cos θCM) を図 5.4

の橙線で示す。cos θCM 分布の中央付近ではおよそ 70 ∼ 80%であり、cos θCM が大きくなる

に伴ってなだらかに検出効率が低下している。また、ϵCFT (cos θCM)と同様に cos θCM が小さ

な領域では散乱陽子の運動量が小さいことにより、cos θCM が大きな領域では散乱陽子が前方

に飛ぶことにより検出効率が低下している。ただし、計測されたエネルギーの妥当性を要求し

ている分、cos θCM が小さな領域での検出効率の低下はより顕著になっている。また、cos θCM

が大きな領域に関しても BGOカロリメータが CFTよりも外側に設置されているため、散乱

点が下流のイベントでは検出効率の低下は大きくなっている。

最後に ϵCFT と ϵBGO の積から得られる ϵCATCH を図 5.4の青線に示す。この総合的な検

出効率を微分断面積の導出に用いる。

5.1.3 pp弾性散乱の微分断面積

上記より見積もられた検出効率と陽子ビーム量の値から式 (5.1)を用いて微分断面積を導出

する。そのためにまず図 5.5に示すように散乱点の z位置毎の重心系での散乱角度分布を求め

た。基本的にはこの各検出数を検出効率 ϵCATCh(cosθCM, vertex z)で割ることで微分断面積

を導出できる。ただし、アクセプタンスの端付近ではビーム運動量や散乱角度の計測を少し間

違うだけで大きく検出効率が変化し、微分断面積に与える誤差が大きくなる。そこで、そのよ

うなイベントに対応する散乱陽子はカウントせず、ビーム量からも除外するという対処を行っ

ている。
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図 5.4: pp散乱を用いた検出効率の評価。散乱点の z位置毎に各 cos θCM に対応した検出効率

を見積もっている。黒線が ϵCFT、橙線が ϵBGO を示しており、青線はそれらの積から得られ

る CATCH検出器群の総合的な検出効率 ϵCATCH である。
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図 5.5: pp弾性散乱の散乱角度分布。散乱点の z位置毎に見積もっている。標的の下流になる

につれてアクセプタンスの影響で前方散乱した陽子の検出数が少なくなっている。
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図 5.6: pp弾性散乱の微分断面積。本実験値を青点で示し、比較として過去実験 [19]の値を赤

点、PWA93モデルによる理論計算値 [18]を黒線で併記してある。

こうして得られた pp散乱の微分断面積を図 5.6に青点で示す。誤差は統計誤差と検出効率

の誤差を考慮している。ここで、標的に照射される陽子ビームが持つ運動量の広がりと標的

中でのエネルギー損失から陽子ビームの散乱点における実験室系での運動エネルギー Tlab は

150 ∼ 180 MeV程度の幅がある。比較として Tlab = 156 MeVの過去実験 [19]における微分

断面積の計測値を赤点、Tlab = 165 MeVにおける PWA93モデルでの理論計算値 [18]を黒線

で併記している。本実験の計測値は参照値とよく一致しており、CATCH検出器群は検出効率

の見積もりや微分断面積の導出に対して十分な検出精度を持っていることが実証された。

5.2 np散乱

生成 Σ− から崩壊した中性子をビームとして使用し、標陽子と弾性散乱したイベントを∆E

法によって同定することで np 弾性散乱の微分断面積を導出する。ここで用いる導出手法は

Σp弾性散乱を含む ΣN 系に適用するものとほぼ同様であるため、過去実験と良い一致を示せ

ば ΣN 系においても微分断面積の導出手法が有効であることを意味する。

5.2.1 中性子ビーム量

始めに中性子ビームの運動量分布は図 5.7に示すようになっており、赤線で区切られた三つ

の運動量領域ごとに微分断面積を導出する。

各中性子の標的中での飛距離は、CATCHで計測された π を Σ− から崩壊したと仮定する
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図 5.7: 中性子ビームの運動量分布。赤線で区切られた三つの領域で微分断面積を導出する。

図 5.8: 中性子ビームの標的中での飛距離分布

ことで得られる Σ− の崩壊点と中性子の運動量ベクトルから計算する。このとき、Σ− 崩壊点

の最近接距離が 20 mm以下であること、Σ− 生成点の z位置から Σ− 崩壊点の z位置を引い

た値が −10 mm 以上であることを要求することで崩壊 π ではないと思われる事象を除去す

る。中性子ビームの標的中での飛距離分布を図 5.8に示す。標的の側面から飛び出る場合が多

いため、30 mm程度でピークとなっているが中性子ビームが前方に放出されたときは非常に

長い距離を飛行する。こうして得られた飛距離の総和から中性子ビームの液体水素標的での

総飛距離 Ln beam が求まる。このとき、Σ− 生成事象の誤識別による過剰評価を防ぐために

質量二乗分布において散乱 K+ のサイドバンド (0.10 < MassSquere[GeV2/c4] < 0.15 及び
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表 5.2: 中性子ビームの総飛距離とその誤差

Ln beam 系統誤差 I 系統誤差 I+II

All 21.94× 106 cm +0.86% +0.47%

0.35-0.45 GeV/c 5.24× 106 cm +1.00% +0.22%

0.45-0.55 GeV/c 8.10× 106 cm +0.86% +0.37%

0.55-0.65 GeV/c 8.60× 106 cm +0.75% +0.81%

0.40 < MassSquere[GeV2/c4] < 0.50)を選んだときに得られる中性子ビームの総飛距離を散

乱K+ のピークの下に見積もられるアクシデンタルバックグラウンドの数で規格化し、差し引

いている。こうして得られる各運動量領域での中性子ビームの Ln beam を表 5.2にまとめた。

ここで、この導出手法における中性子ビーム量の系統誤差を考える。まず、この解析では中

性子ビームの飛距離を求める際に他の粒子との相互作用を無視しているが、実際には陽子と散

乱した場合は中性子ビームとして計上すべき飛距離は短くなる (系統誤差 I)。また、vertex分

解能のために解析上での Σ− 崩壊点は本来の位置とずれがあるのでこの影響で系統誤差が生じ

る可能性がある (系統誤差 II)。この二点によって想定される系統誤差を見積るために Geant4

シミュレーションを用いて、真の Ln beam と陽子との散乱を考慮しない場合の Ln beam、さ

らにその上で実験データの分解能を付与して得られた Ln beam を比較する。それぞれ真の

Ln beam との差を vertex 分解能の影響による系統誤差として表 5.2 にまとめた。陽子との散

乱を考慮しないことによる誤差は +0.9%程度であり、運動量が上昇するほど断面積の減少に

よって散乱による系統誤差の影響が小さくなることが確認できる。また、vertex分解能が及ぼ

す影響も加えた総合的な誤差は +0.5%程度であり、崩壊点が標的内であることを中性子ビー

ムに要求しているため、本来標的外で崩壊した中性子を標的内で崩壊したと誤認してビーム量

を過剰評価する場合と、本来よりも崩壊点を標的内の外側と誤認してビーム量を過少評価する

場合との相補的な影響によって vertex分解能による系統誤差はそれほど大きくなっていない

のではないかと考えられる。

5.2.2 シミュレーションを用いた検出効率の見積り

pp散乱のときと同様にここでも実験データを用いて検出効率を見積もることができれば理

想的だが、そのためには散乱点、運動量そして実験室系における飛行角度毎に散乱陽子のアク

セプタンスを見積る必要がある。現在取得している陽子ビームの運動量は 0.48 GeV/c、0.6

GeV/c、0.65 GeV/cに限られており、運動量と飛行角度を独立に検証することができないた

め、実験データから正確に検出効率を見積もることは難しい。各運動量の陽子ビームによる

pp 散乱から検出効率を見積れた領域を図 5.9 に色付きで示しており、黒点で示す np 散乱の

領域を覆い尽くせていないことが確認できる。そこで、検出効率の見積りには Geant4シミュ

レーションを用いる。シュミレーション内で Σ− 生成が同定でき、なおかつ np散乱が生じた
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図 5.9: 散乱陽子の運動量と角度毎の検出効率。色付きで示すのが各運動量の陽子ビームによ

る pp 散乱から見積もられた検出効率である。また、np 散乱の散乱陽子の存在範囲を黒点で

重ねている。現在取得している陽子ビームの運動量は 0.48 GeV/c、0.6 GeV/c、0.65 GeV/c

のみであるため、検出効率が見積れる領域は限られており、np散乱で生じる全ての散乱陽子

を補えてはいない。

ときにその事象を検出できた確率を求める事で検出効率を見積もった。このとき、散乱角度に

ついて cos θCM で 0.1、散乱点の z 位置について 30 cm、中性子ビームの運動量について 20

MeV/cの領域毎に区切られた三次元で検出効率を見積もっている。

ここで、実験データと Geant4シミュレーションで検出効率の見積もりがどの程度違い得る

か確認するために、pp散乱で行った検出効率の見積もりを Geant4シミュレーションでも行

い、両者を比較した。図 5.10に青線で示されるのが実験データからの見積もり (図 5.4の青線

と同様)であり、赤線で示されるのがシミュレーションからの見積りである。シミュレーショ

ンの方がおよそ 10∼15%程度検出効率が優れて見える傾向があることが分かった。したがっ

て、導出される微分断面積は 10∼15%程度小さい値になることが予想される。また、アクセプ

タンスの端、特に陽子のエネルギーが小さい方は実験データとシミュレーションで振る舞いが

異なる。したがって、導出された微分断面積にはこれらの不定性があることに注意されたい。

5.2.3 バックグラウンド推定

中性子の検出数は各散乱角度毎に第三章に記した ∆E 法を適用し、∆Enp 分布のピーク付

近のイベント数をカウントすることで見積る。しかしながら、ここにはバックグラウンドが存

在するため、その分を差し引いて検出数を見積る必要がある。

主なバックグラウンドの要因として二点考えられる。一つ目は他の散乱事象 (Σ−p 弾性散

乱、Σ−p → Λn反応、Σ−p → Σ0 反応、そして π−p散乱)に対して∆Enp を計算したことに
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図 5.10: 実験データとシミュレーションによる検出効率の見積もり差異。青線が実験データ、

赤線が Geant4 シミュレーションでの pp 散乱によって見積られた検出効率である。シミュ

レーションの方がおよそ 10%程度優れて見える傾向にある。また、アクセプタンスの端、特

に陽子のエネルギーが小さい方は実験データとシミュレーションで振る舞いが異なる。
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図 5.11: np散乱の各散乱角度における ∆Enp 分布とバックグラウンドの見積り。青線で示さ

れるピークは実験データから得られた ∆Enp 分布である。また、他の散乱由来のバックグラ

ウンドを黒点、散乱K+ の誤識別由来のバックグラウンドを紫点、両バックグラウンドを足し

合わせた総合的なバックグラウンドを緑で示している。

よるバックグラウンドである。このバックグラウンドの見積りについては Geant4シミュレー

ションによって再現する。∆Enp 分布の負の領域は陽子のエネルギー損失によってテールを引

き得るので、その影響が無い∆Enp 分布の正の領域が合うようにイベント数を規格化する。二

つ目は散乱 K+ を誤識別したイベントに対して ∆Enp を計算したことによるバックグラウン

ドである。このバックグラウンドの見積りについては質量二乗分布において散乱 K+ のサイ

ドバンド (0.10 < MassSquere[GeV2/c4] < 0.15及び 0.40 < MassSquere[GeV2/c4] < 0.50)

のイベントに対して ∆Enp を計算することで再現する。イベント数は質量二乗分布において

散乱K+ のピークの下に見積もられるアクシデンタルバックグラウンドの数で規格化する。

バックグラウンドの見積りの一例として、0.45-0.55 MeVの運動量領域におけるアクセプタ

ンス内の各散乱角度での ∆Enp 分布と推定されたバックグラウンドを図 5.11に示す。それぞ

れ黒点が他の散乱由来のバックグラウンド、紫点が散乱 K+ の誤識別由来のバックグラウン
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図 5.12: np弾性散乱の微分断面積。本実験値を青点で示し、比較として過去実験 [20][21][22]

の値を赤点、PWA93モデルによる理論計算値 [18]を黒線で併記してある。

ドであり、両バックグラウンドを足し合わせた総合的なバックグラウンドを緑で示している。

Geant4シミュレーションではハイペロンに関する散乱事象を等方的に生成しているため、実

際の散乱事象の角度分布と異なる可能性がある。しかしながら、見積もられたバックグラウン

ドは各散乱角度で実際の ∆Enp 分布におけるバックグラウンドを良く再現しており、バック

グラウンドの見積もりに対するこの不定性の影響は小さいと考えられる。

5.2.4 np弾性散乱の微分断面積

推定されたバックグラウンドを差し引いた検出数に対して検出効率の補正を加えることで微

分断面積を導出する。ただし、検出効率が極端に小さいところでは検出数の僅かな違いが微分

断面積に大きく影響を及ぼすため、そのようなイベントは始めからカウントせず、ビーム量か

らも除外している。

こうして得られた各運動量領域での np 散乱の微分断面積を図 5.12 に青点で示す。誤差

は統計誤差、検出効率の誤差、ビーム量の誤差、そしてバックグラウンドの見積り誤差に



80 第 5章 NN 系における微分断面積

ついてそれぞれ考慮している。比較として過去実験における微分断面積の計測値を赤点、

PWA93 モデルによる理論計算値 [18] を黒線で併記しており、それぞれ 0.35-0.45 MeV/c

(63< Tlab[MeV]<102) の運動量領域では Tlab=80 MeV の過去実験値 [20] と Tlab=82 MeV

の理論計算値、0.45-0.55 GeV/c (102< Tlab[MeV]<149) の運動量領域では Tlab=129 MeV

の過去実験値 [21]と Tlab=125 MeVの理論計算値、0.5-0.65 MeV/c (149< Tlab[MeV]<203)

の運動量領域では Tlab=200 MeV の過去実験値 [22] と Tlab=176 MeV の理論計算値を参照

している。導出された微分断面積は参照値の角度依存性を良く再現しており、運動量の上昇

に伴って断面積が小さくなっている様子も確認できる。前述したように Geant4 シミュレー

ションでの検出効率の見積もりでは、実際よりも優れて見える傾向があり、アクセプタンスの

端 (特に陽子のエネルギーが小さい側)では実際と振る舞いが異なっている。このことを踏ま

えると全体的に参照値よりも値が小さい傾向があり、陽子のエネルギーが小さい、すなわち、

cos θCM が大きいところで過去実験との違いが大きくなっていることも説明できる。以上よ

り、検出効率の見積りに課題は残るものの微分断面積の導出手法の有効性を実証することがで

き、ΣN 系に向けて微分断面積の導出手法を構築することができた。

この結果をうけて今年の二月に行われるビームタイムではより広い運動量領域の陽子ビーム

のデータを取得する予定であり、Σp弾性散乱の微分断面積の導出時には Geant4シミュレー

ションの見積りに対して実験データからフィードバックをかけて検出効率をより現実に即して

見積ることを考えている。
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我々はクォークパウリ効果の検証と ΣN 相互作用の系統的理解を目的とした J-PARCでの

Σ−p散乱実験を行った。本実験は液体水素標的と運動学による同定手法を組み合わせた新し

いΣ p散乱実験である。本論文では本実験データを用いて、微分断面積導出までの一連の解析

手法の構築を行った。

始めに Σ− 生成事象の同定を行った。時間測定用カウンターの波高補正や運動量と TOF検

出器の dE/dxの相関によるカットを通じて散乱 K+ の識別精度を向上させ、Σ− 生成事象の

同定におけるバックグラウンドを解析前の半分程度にまで抑えた。Σ− の収量については先

行実験のおよそ百倍の 15.0 M と見積もられた。これらの Σ− 生成事象に対して本実験用に

開発された CATCH 検出器群を用いて ∆E 法を適用することで Σ−p 散乱事象を行った。そ

の統計数は Σ−p → Λn 反応については 1168±50 イベント程度、Σ−p 弾性散乱については

2131±115イベント程度と見積もられ、過去実験に対して圧倒的に優れた統計数を確認できた。

さらに、微分断面積の導出に必要な Σ− ビームの標的中での総飛距離を求めた。生成点と運

動量ベクトルの情報から崩壊確率に従ってモンテカルロシミュレーションを行うことで見積

り、総飛距離は全体で 19.26× 106 cmとなった。本実験で得られた Σ− の収量では、シミュ

レーションの試行毎に見積もられた総飛距離のふらつきは 0.1%以下であり、導出手法による

Σ− ビーム量の不定性は限り無く小さいことが分かった。また、系統誤差については Σ− 生成

事象の誤識別の影響、Σ− ビーム運動量の系統誤差による影響、vertex分解能による影響につ

いてそれぞれ考察し、全体として総合的な誤差は 2.5%程度であると見積もられた。微分断面

積の目標統計誤差 10%に対して良い精度で総飛距離を推定できていると考えられる。

最後に NN 系の微分断面積を過去実験と比較することで導出手法の有効性を確認した。pp

散乱について標的に照射した陽子ビームによる散乱陽子を CATCH検出器群で計測すること

で微分断面積を導出した。検出効率は実験データから見積り、ビーム量は一般的な実験と同様

にスケーラーで得られた値を用いた。そのため、検出効率やビーム量の不定性は小さく、実際

に得られた微分断面積の過去実験との良い一致は CATCH検出器群の微分断面積に対する十

分な測定精度を示している。続いて np散乱について生成 Σ− から崩壊した中性子をビームと

して使用し、標的陽子と弾性散乱したイベントを ∆E 法によって同定することで微分断面積

を導出した。ビームの総飛距離はトラッキングから得られた Σ− 崩壊点と中性子の運動量ベク

トルから見積り、検出効率は Geant4シミュレーションによって見積った。また、∆E 分布に

存在するバックグラウンドを Geant4シミュレーションによって再現し、検出数から差し引い

た。アクセプタンスの見積りに対する課題はあるものの得られた微分断面積は過去実験の角度
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依存性及び運動量の上昇に伴う断面積の減少を良く再現しており、導出手法の有効性を示すこ

とに成功した。以上から、ほとんど同様の手法を用いる Σ−p散乱についても微分断面積の導

出が可能であり、本実験から ΣN 相互作用の情報が得られることを示した。

今後の課題は大きく二点ある。一つ目は検出効率をより現実に即して見積ることである。今

年の二月に行われるビームタイムで取得する広い運動量領域の陽子ビームのデータを利用し

て、Geant4シミュレーションの見積りに対して実験データからフィードバックをかけること

が有効であると考えられる。二つ目はカット条件の最適化である。Σ−p散乱では散乱事象の

同定にカット条件を要求するため、微分断面積を導出にはカット効率を考慮する必要がある。

したがって、統計数とバックグラウンドの量、そしてカット効率の見積りの不定性の三点の兼

ね合いからカット条件を最適化することが必要だと考えられる。
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付録A 各散乱事象における∆E の導出

ここでは、各散乱事象における ∆E を導出する際に用いる運動学の計算方法を述べる。こ

こで、運動学を解くために我々が用いることのできる計測量を確認しておく。まず、二つのス

ペクトロメータから得られる Σ− の運動量ベクトルである。このとき絶対値は前章で述べたよ

うに K+ の散乱角によって決定している。そして、CATCH検出器群から得られる陽子及び

π− のベクトルである。このとき、陽子は BGOカロリメータによって運動量も求められるが、

π− は貫通してしまうため、方向しか分からないことに注意が必要である。

A.1 np → np弾性散乱

π−p → K+Σ− 反応によって液体水素標的中で生成された Σ− が崩壊し (Σ− → π− + n)、

崩壊先の中性子がさらに標的陽子と散乱することで np散乱事象は生じる。

まず、Σ− の運動量ベクトルと π− のベクトル情報から中性子の運動量ベクトルを導出する。

CATCHで計測した π− を Σ− が崩壊したものと仮定すれば、π− の放出角度 θπ を用いて π−

の運動量 pπ は次のように書ける。

pπ =
ApΣ cos θπ +

√
D

2(E2
Σ − p2Σ cos2 θπ)

(6.1)

ここで、

A = M2
Σ +M2

π −M2
n (6.2)

D = (ApΣ cos θπ)
2 − (E2

Σ − pΣ cos2 θπ)(4E
2
ΣM

2
π −A2) (6.3)

であり、D > 0のとき、pπ の解が存在する。得られた π の運動量から、中性子の運度量ベク

トルが −→pn = −→pΣ −−→pπ と求まる。
そして、中性子の運度量ベクトルと陽子のベクトル情報から陽子の全エネルギー Ecalc を導

出する。CATCH で計測した陽子をを中性子と散乱したものと仮定すれば、陽子の散乱角度

θp を用いて陽子の全エネルギー Ecalc は次のように書ける。

Ecalc =
2Mpp

2
n cos

2 θp

(En +Mp)2 − p2n cos
2 θp

(6.4)

このように np散乱を仮定した運動学から陽子の全エネルギーEcalcが導出された。このEcalc

を BGOカロリメータで実測した陽子の全エネルギー Emeasure から差し引くことで∆Enp が

求まる。
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A.2 π−p → π−p弾性散乱

π−p → K+Σ−反応によって液体水素標的中で生成されたΣ−が崩壊し (Σ− → π−+n)、崩

壊先の π− がさらに標的陽子と散乱することで π−p散乱事象は生じる。この反応では Λの運

動量について BGOカロリメータで実測した陽子の全運動エネルギーから得られる pΛ measore

と運動学によって計算される pΛ calc を比較することで評価する。

まず、BGOカロリメータで実測した陽子の全運動エネルギーから得られる π− の運動量に

ついて考える。得られた陽子の全運動エネルギーから陽子の運動量 pp が得られる。さらに、

CATCHで測定された陽子と π− が π−p散乱によるものと仮定すれば、二つの粒子のベクト

ルが成す角 θπp を用いて散乱 π− の運動量 pπ′ は次のように書ける。

pπ′ =
App cos θπp + (Ep −Mp)

√
D

(Ep −Mp)2 − p2p cos
2 θπp

(6.5)

ここで、

A = EpMp −M2
p (6.6)

D = M2
π(p

2
π cos θπp − (Ep −Mp)

2) +A2 (6.7)

であり、D > 0のとき、pπ の解が存在する。得られた散乱 π− の運動量から、崩壊 π− の運

度量ベクトルが −→pπ = −→pp +−→pπ′ と求まる。このときの絶対値 |−→pπ|を pπ measure とする。

次に、運動学によって計算される崩壊 π− の運動量について考える。先ほど導出した崩壊

π− のベクトル情報だけ用いて、Σ− との散乱角 θπ を求める。この角度と Σ− の運動量ベク

トルのみを用いて Σ− の崩壊を仮定したとき、π− の運度量 pπ calc は式 (6.1)、式 (6.2)、式

(6.3)と同様に計算できる。こうして得られた pπ measore から pπ calc を差し引くことで∆pπp

が求まる。

A.3 Σ−p → Λn非弾性散乱

π−p → K+Σ− 反応によって液体水素標的中で生成された Σ− がさらに標的陽子と反応を

起こすことで Σ−p → Λn反応は生じる。この反応では Λの運動量について BGOカロリメー

タで実測した陽子の全運動エネルギーから得られる pΛ measore と運動学によって計算される

pΛ calc を比較することで評価する。

まず、BGO カロリメータで実測した陽子の全運動エネルギーから得られる Λ の運動量に

ついて考える。得られた陽子の全運動エネルギーから陽子の運動量 pp が得られる。さらに、

CATCHで測定された陽子と π− が Λが崩壊したものと仮定すれば、二つの粒子のベクトル

が成す角 θπp を用いて崩壊 π− の運動量 pπ は次のように書ける。

pπ =
App cos θπp +

√
D

2(E2
p − p2p cos

2 θπp)
(6.8)



A.4 Σ−p → Σ−p弾性散乱 89

ここで、

A = M2
Λ −M2

p −M2
π (6.9)

D = (App cos θπp)
2 − (E2

p − pp cos
2 θπp)(4E

2
pM

2
π −A2) (6.10)

であり、D > 0のとき、pπ の解が存在する。得られた π の運動量から、Λの運度量ベクトル

が −→pΛ = −→pp +−→pπ と求まる。このときの絶対値 |−→pΛ|を pΛ measure とする。

次に、運動学によって計算される Λの運動量について考える。先ほど導出した Λのベクト

ル情報だけ用いて、Σ− との散乱角 θΛ を求める。この角度と Σ− の運動量ベクトルのみを用

いて Σ−p → Λn反応を仮定したとき、Λの運度量 pΛ calc は次のように書ける。

pΛ calc =
ApΣ cos θΛ + (EΣ +Mp)

√
D

2((EΣ +Mp)2 − p2Σ cos2 θΛ)
(6.11)

ここで、

A = M2
Σ +M2

Λ +M2
p −M2

n − 2EΣMp (6.12)

D = 4M2
Λ(p

2
π cos θΛ − (EΣ +Mp)

2) +A2 (6.13)

であり、D > 0のとき、pΛ calc の解が存在する。こうして得られた pΛ measore から pΛ calc を

差し引くことで ∆pLambdan が求まる。

A.4 Σ−p → Σ−p弾性散乱

π−p → K+Σ− 反応によって液体水素標的中で生成された Σ− がさらに標的陽子と散乱す

ることで Σ−p散乱事象は生じる。

Σ− の運動量ベクトルと陽子のベクトル情報から陽子の全エネルギーを導出する。CATCH

で計測した陽子を Σ− と散乱したものと仮定すれば、陽子の散乱角度 θp を用いて陽子の全エ

ネルギー Ecalc は次のように書ける。

Ecalc =
2Mpp

2
Σ cos2 θp

(EΣ +Mp)2 − p2Σ cos2 θp
(6.14)

このように Σ−p 散乱を仮定した運動学から陽子の全エネルギー Ecalc が導出された。BGO

カロリメータで実測した陽子の全エネルギー Emeasure から Ecalc を差し引くことで∆EΣp が

求まる。
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